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 健康長寿     実現 

○新たな手法を用いた健康づくりのための食環境の整備

   ・健康 配慮      認証制度 創設
   ・消費者と事業者を対象とした望ましい食事スタイルの普及定着の促進　　

介護・福祉人材の確保

○高齢者の自立支援・介護予防の推進
   ・認知症施策推進ネットワーク会議専門部会における「予防」のあり方の
     検討
   ・県版ねんりんピック、福祉・文化のつどい等の開催支援　
   ・「通いの場」等へ参加しやすい環境の構築

○地域で活躍する人材の育成
    健康長寿推進員 育成市町村 拡大
   ・健康づくりマスターの育成研修の拡充及び活用の支援
   ・栄養・食生活改善に関する人材の確保・育成

主な取組　　　

○介護・福祉人材の確保・育成・定着に向けた取組の強化
    介護    事業所認証評価制度 普及啓発
   ・中・高校生を対象とした介護ロボット操作体験学習会等の実施
   ・介護ロボットやＩＣＴ機器の導入推進による職場定着支援
    外国人材 受入制度 関  事業者向      開催 

心の健康づくり
主な取組　　　

○多面的な普及啓発活動の実施と総合的な相談支援体制の構築
    民生委員 老人   会員   高齢者宅  戸別訪問 強化
            検索連動型広告 活用  相談機関  若者 誘導
   ・企業向け「心はればれゲートキーパー養成研修」の実施　

○地域における居場所づくり・人づくりに対する支援
   ・老人クラブ等向け「心はればれゲートキーパー養成講座」の実施
    市町村 民間団体 実施  相談事業 人材育成等 取組  助成　　 ○安心して出産できる環境の充実とライフステージに応じた子ども　　

　の健康対策の充実

    母子保健         育成
   ・男性の育児参加を促進するためのプレパパスクールの実施
   ・がん患者等の妊よう性温存支援
    特定不妊治療費助成 対象 事実婚 夫婦  拡大

○児童虐待対応の強化と社会的養護が必要な子どもへの支援の
   充実
    里親養育 包括的 支援  体制 整備
    保護者 対  医学的 心理学的指導   再発防止
    子   権利擁護    子   権利     作成
   ・新複合化相談施設の整備　　

○多様化する福祉ニーズへの対応
   ・地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援
   ・ひきこもり相談支援の体制の強化
   ・依存症の相談支援体制の強化及びギャンブル依存症対策推進計画の
    策定　　　
   ・がん患者等の就労支援についての県民ニーズ調査の実施
   ・成年後見制度利用促進    市町村体制整備支援　　

健康 地域生活 支  医療提供体制 整備

主な取組　　　

○医療従事者の確保に向けた取組
   ・岩手医科大学・東北医科薬科大学への医学生修学資金貸与
    看護学生等  修学資金 貸与　　 

○医療提供体制の整備に向けた支援

   ・三次救急医療体制 強化 向   医療機関 取 組 高度 医療     
     機器等の整備を支援
    二次医療圏毎 設置    地域医療構想調整会議  協議 通 　　　
       効率的  効果的 地域 医療提供体制 構築 促進

健康寿命日本一に向けた取組

主な取組　　　

○健（検）診実施体制の充実と受診勧奨の取組の推進
   ・かかりつけ医による受診勧奨の促進
   ・市町村が導入する胃内視鏡検診への補助 

地域共生社会の実現に向けた体制の整備

子どもの育成

○障害福祉の充実
   ・        契機   障害者  理解促進及 差別解消 推進
   ・障害者の「働きがい」への支援
   ・発達障害児・者の家族への支援や相談支援体制の強化　　　

「支え合い」の地域づくり

健康寿命日本一に向けた取組の意義は
浸透されてきているものの、がんや脳血管
疾患 死亡率 全国下位    

県民 更  意識改革 行動変容
につなげるための健康づくりに取り組み
やすい環境の整備
地域で活躍する健康づくり人材の育
成
外食・中食で、減塩や野菜摂取に配
慮し自然に健康的な食事を選択して
もらう新たなアプローチ
がんをはじめとする生活習慣病による
死亡率 低減      健（検）
診受診率向上 向  効果的 取
組

現状と課題

平成22年以降 本県 自殺率 減少
傾向にあるものの、依然として全国平均と
 隔   大   年代別 見  65歳
以上の高齢者が約５割を占めている状
況である。

高齢者 孤立    対策  様々
 年代 人 様々 場面 悩  
話し相談できる環境の整備
高齢者等を地域で支える体制を強
化するための地域における居場所づく
りや人づくり

現状と課題

医療提供体制 不十分 地域    
か、現状の維持も難しくなっている。また、
医師、看護職員等の確保が厳しい状況
にある。

医療提供体制   方    地域
全体 議論  機運 醸成  将来
    医療提供体制 構築 向 
た支援
地域医療 支  医師 看護職員
等の育成・確保

現状と課題

家族のあり方や地域社会の変容に伴い、
福祉サービスに対するニーズが多様化・複
雑化している。また、認知症高齢者の増
加や発達障害、ひきこもり等の課題が広
く認知され、生活上の困難を抱える人に
対  理解 支援 求       

誰もが住み慣れた地域でニーズに応
  適切      受    全世
代・全対象型の包括的な支援体制
の構築
全  地域住民 孤立      
誰もが社会参加しやすい環境の整備
発達障害者   理解 促進 支
援体制ネットワークの拡充
地域で健康の維持・増進につながる
活動や機会を増やし、自ずと介護予
防・認知症予防が図られる仕組みづ
くり

現状と課題

児童虐待相談対応件数 年々増加 
    平成26年   ５年間 約２
倍に増加している。

児童虐待につながるリスクを抱える家
庭 早期発見 早期対応 体制 
強化及び社会的養護の充実
妊産婦の育児不安 軽減 不妊 
の支援など、妊娠期から子育て期ま
 切 目   支援体制 強化

現状と課題 主な取組　　　

主な取組　　　
超高齢化 労働力人口 急速 減少 
   介護 福祉人材 今後    不
足すること 見込    

介護や福祉分野に対するマイナスイ
メージを払拭し選ばれる職場にするた
めの情報発信
職員 負担軽減 業務 効率化等
による職場環境の向上

現状と課題

令和２年度当初予算    健康福祉部 主要施策    　
健康福祉部

○健康づくりに取り組みやすい環境の整備
    健康経営 普及 向  制度周知 強化 認定法人 拡大
    市町村 行 健康ポイント制度の導入支援
    受動喫煙防止条例 本格施行 伴 相談 指導体制 強化
   ・冬期間のウォーキングイベントの実施

健康寿命日本一ウェブサイト「秋田健」ロゴ

禁煙ステッカー

秋田県子ども家庭相談電話カード
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事 業 概 要

福 祉 政 策 課

事 業 名 内 容

地域包括ケアシステム １ 事業目的

深化・推進事業 高齢者等が介護や療養が必要な状態になっても、住み慣れ

た場所で生活を続けることができる環境を整備するため、地

２，３７１千円 域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築を支援する。

○入 ２，３７１ ２ 事業内容

（１）地域の連携促進事業費 １，２０５千円

[地域医療介護総合確 各地域における地域包括ケアシステムの構築を促進する

保基金] ため、地域振興局福祉環境部を通じ、地域の実情に応じた

きめ細かな支援を行う。

①地域の連携促進協議会や実務担当者会議の開催

②住民啓発講座の市町村との共同開催

（２）連携促進研修会費 ６０９千円

地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村の主体的な

取組を促進するため、市町村の管理職、担当職員を対象と

した研修会等を開催する。

①地域包括ケアシステム基礎研修や実践研修の開催

②市町村の管理職等を対象としたトップレベルセミナー

の開催

（３）医療介護総合確保事業計画策定委員会費 ５５７千円

地域医療介護総合確保基金の県計画の策定に向けて、有

識者から意見聴取を行う。

・委 員 医療・介護・福祉団体の代表者

・開催回数 ２回
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事 業 概 要

福 祉 政 策 課

事 業 名 内 容

在宅医療・介護ＩＣＴ １ 事業目的

連携促進事業 地域の在宅医療や介護に携わる多職種間の情報共有を図る

ため、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した連携システム構築

２４，５６１千円 （ナラティブブック秋田）を推進する経費に対して助成する。

○入 ２４，５６１ ２ 実施主体 （一社）秋田県医師会

［地域医療介護総合確 ３ 事業内容

保基金］ ・対象地域 （継続）能代山本・横手地域

（新規）男鹿潟上南秋・湯沢雄勝地域

・利用施設 病院、診療所、訪問看護ステーション、

薬局、介護施設、地域包括支援センター 等

・対象経費 説明会開催費（住民、施設従事者）

サービス登録・利用料

システム運用サポート経費 等

・補 助 率 １０／１０（サービス利用料は３／４）

○ナラティブブック秋田

医療・介護に携わる多職種が、患者本人の思い、患者

の日常の様子や状態の変化などを、ＩＣＴを活用してタ

イムリーに共有できるシステム。
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事 業 概 要

福 祉 政 策 課

事 業 名 内 容

新複合化相談施設整備 １ 事業目的
事業 中央児童相談所、女性相談所、福祉相談センター及び精神

保健福祉センターについて、老朽化した施設の更新や一時保
５７，７００千円 護に係る生活環境の改善、各施設の連携による相談機能の向

上等を図ることを目的に、４施設を複合化した新たな福祉相

○国 ５，９６１ 談施設を整備する。

○債 ４２，２００

○一 ９，５３９ ２ 事業内容

（１）実施設計委託料（継続費） ５６，２５０千円

（２）設計事務手数料等 １，４５０千円

【参考】
１ 施設の概要

・場 所：秋田市手形住吉町（手形職員公舎跡地）
・構 造：ＲＣ造２階建て
・床面積：３，１００㎡程度
・職員数：１００人程度
・駐車場：７０台分程度

２ スケジュール
・Ｒ１.８～Ｒ２.３ 基本設計
・Ｒ２.３～Ｒ２.６ 地質調査
・Ｒ２.４～Ｒ３.３ 実施設計
・Ｒ３.10～Ｒ４.10 建設工事
・Ｒ４年度中 供用開始

３ 基本設計において検討中の機能等
①一時保護に係る生活環境の改善

・児童の状況に合わせた処遇を実施するために、個室（男
女各３室）を新設

・外部から見えないような外観にするとともに、運動広場
を建物の中庭にする形で整備

②ＤＶ被害者の安全確保
・ＤＶ被害者が施設に来所した加害者と遭遇しないよう動
線に配慮

③建物のバリアフリー化
・誰もが利用しやすい施設とするため、エレベーター２基
を整備するとともに、段差の少ない構造で整備

④職員の執務環境の改善
・事務室の１人当たりの面積を拡大
・打ち合わせ室等、必要数を利用しやすい配置で確保
・相談室に隣接した緊急避難通路を整備
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

社会福祉会館大規模修 １ 事業目的

繕事業 秋田県社会福祉会館は、開設から３３年が経過し、施設・

設備の経年劣化や老朽化が著しいことから、地域福祉の拠点

１００，３８２千円 としての機能の維持及び向上を図るため、必要な修繕を行う。

○債 ９０，２００ ２ 実施主体 県

○一 １０，１８２

３ 事業内容

社会福祉会館大規模修繕事業 １００，３８２千円

○冷温水配管改修工事

空調機から冷温水を送水する配管について、更新工事

を行う。

・工事期間 Ｒ２．４～Ｒ３．３

○Ａ棟・Ｃ棟エレベーター設計委託

本館の非常用エレベーター及び心身障害者総合福祉セ

ンターのエレベーターについて、更新工事に向けた実施

設計を行う。

・委託期間 Ｒ２．４～Ｒ３．３
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

民生委員費 １ 事業目的

地域において住民の相談に応じ、必要な援助を行う民生委

１５８，７９４千円 員・児童委員活動の充実を図る。

○国 ３９５ ２ 実施主体 県

○一 １５８，３９９

３ 事業内容

（１）市町村民生委員協議会負担金 １５７，０５４千円

・内 容 民生委員・児童委員の活動費、民生委員

児童委員協議会運営費

・負 担 区 分 県１０／１０

・活動費単価 民生委員一人当たり５４，３００円

（対前年度比＋１，６００円）

（２）県民生児童委員協議会補助金 ４０８千円

・内 容 活動の手引き作成、全国大会参加助成等

・負 担 区 分 県１０／１０

（３）民生委員・児童委員研修委託 ７９０千円

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会

・内 容 ステップアップ研修、中堅研修、

会長研修

・負 担 区 分 国１／２、県１／２

（４）民生委員・児童委員現任訓練費等 ５４２千円

・内 容 参考図書の配布、表彰状の授与等
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

成年後見制度利用促進 １ 事業目的

事業 判断能力が不十分な方が円滑に成年後見制度を利用できる

よう、市町村職員の資質向上や司法等の関係機関との連携ネ

８，５００千円 ットワーク構築など、市町村における体制整備を総合的に支

援する。

○国 ４，２５０

○一 ４，２５０ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

市町村体制整備支援事業 ８，５００千円

委託先：（福）秋田県社会福祉協議会

○実務研修会の開催

市町村計画の策定や制度利用手続き等の実務、地域の

連携ネットワークの中核となる機関（以下「中核機関」

という。）の機能整備等を学ぶ研修会を開催する。

・開催回数 基礎編１回、応用編１回

・対 象 者 市町村、社会福祉協議会、地域包括支援セ

ンター等

○市町村等の体制整備に関する巡回相談

中核機関の機能整備や関係機関との連携等について、

弁護士等専門職の協力を得ながら、市町村を訪問して助

言・指導を行う。

○関係団体等との連携支援会議の開催

家庭裁判所や司法等専門職団体等と連携の下、市町村

計画の策定や中核機関の機能整備に向けた体制整備の推

進を図っていくための会議を設置し、地域の現状を踏ま

えた協議や情報交換等を行う。

・設置形態等

県域会議：全県域を対象に設置（２回開催）

地域会議：家庭裁判所の支部を反映した県内６地区に

設置（１回開催）

・会議の構成メンバー

家庭裁判所、秋田弁護士会、県司法書士会、県社会福

祉士会、市町村、市町村社会福祉協議会、地域包括支

援センター等
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

子ども虐待防止対策事 １ 事業目的
業 児童虐待等児童の人権に関わる事案の防止や早期発見・早

期解決を図るため、関係機関の連携、普及啓発、児童相談所
１１，５６７千円 の体制強化等を行う。

○国 ５，３１３ ２ 実施主体 県

○諸 １３

○一 ６，２４１ ３ 事業内容

（１）児童虐待防止関係機関連絡会議 ３８３千円
児童福祉法に基づく要保護児童対策地域協議会を開催

し、要保護児童等への適切な支援を図るための情報交換や
支援内容の協議を行う。

（２）虐待事案検証委員会の設置 １９６千円
虐待による児童の死亡等の事案が発生した場合に、児童

虐待防止法の規定に基づき、医師、弁護士等を委員とした
委員会を設置し、発生原因や関係機関の対応について検証
を行う。

（３）虐待対応推進事業 ６，０５９千円
①児童相談対応支援員の配置 ５，２７９千円

北・南児童相談所に児童相談業務を支援する職員を、
各１名ずつ配置する。

②○新 児童虐待再発防止事業 ７８０千円

児童虐待を行った保護者であって心の問題があるもの
に臨床心理士等によるカウンセリングを行い再発を防止
する。

・想定ケース数 ７ケース
・カウンセリング回数 １時間 × １２回

（４）虐待防止啓発事業 ２９８千円
児童虐待防止の啓発のため、街頭キャンペーンや周知の

ためのリーフレットの作成・配布を行う。

（５）子どもの権利擁護事業 ５１４千円
①子どもの権利擁護委員会 １３３千円

いじめ等子どもの権利侵害に関する申立があった場合
に、医師、弁護士及び臨床心理士で構成する委員会によ
り必要な調査を行い、その救済に関して知事に意見を述
べる。
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②○新 子どもの権利ノートの作成 ３８１千円

子どもの権利とその権利が侵害された場合の申立先等
を記載した「子どもの権利ノート」を作成し、児童養護
施設の入所者等に配布する。

・配布先 児童養護施設、里親、一時保護所等

（６）児童相談所等体制強化事業 ３，７１８千円
児童福祉法の規定に基づく児童福祉司の任用に必要な研

修等を実施する。

（７）児童自立生活援助事業 ３９９千円
自立援助ホームに入所し大学等に就学中である２０歳を

超えた者の当該ホームでの生活に係る費用について、補助
を行う。

※自立援助ホーム
義務教育を終了した者であって、児童養護施設等を退所
したものに対し、日常生活の援助や就業の支援を行う共
同生活施設。
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

家庭養護推進体制整備 １ 事業目的

事業 要保護児童の里親委託を一層推進するために、里親養育を
包括的に支援するフォスタリング機関を設置し、里親の新規

２０,１３４千円 開拓から里子の自立までの一貫した里親支援を行う。

○国 ９,７８５ ２ 実施主体 県

○一 １０,３４９

３ 事業内容

（１）里親委託推進事業 １２,１３４千円

①○新 フォスタリング機関事業 １１,５７１千円

・乳児院及び全児童養護施設を里親支援機関に指定し、

統括責任者及びリクルーターを中心とした里親の普及

啓発、研修、トレーニング、アセスメント、マッチン
グ、アフターフォローなど、里親養育を包括的に支援

する体制を構築して、里親委託の推進を図る。

主たる委託先 県央：秋田赤十字乳児院
一部委託先 県央：聖園天使園、感恩講児童保育院

県北：陽清学園 県南：県南愛児園

②里親委託推進事業費補助金 ２５０千円
・秋田県里親連合会で実施する里親制度の普及啓発やふ

れあい交流会の開催等の取組に対し助成する。

③専門里親の養成支援 ３１３千円
・虐待等により心身に被害を受けた子どもの養育など、

専門的な能力を必要とする里親を養成するため、登録

希望者の認定研修受講等に必要な旅費を支援する。

（２）ファミリーホーム等開設支援事業 ８,０００千円

・里親とともに「家庭養護」に位置づけられるファミリ

ーホームの開設にかかる費用を助成する。
開設 予 定地：大館市

開設予定時期：令和２年１１月

○ファミリーホーム
養育者と補助者２人の合計３人以上で定員５～６人の

子どもを養育

○里親
夫婦又は単身で１～４人の子どもを養育
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

生活保護費 １ 事業目的

「生活保護法」及び「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

１，７２４，１８５千円 並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律」に基づき、生活に困窮する者に対し、そ

の困窮の程度に応じて必要な保護及び支援を行う。

○国 １，１９３，０４８

○諸 １ ２ 実施主体

○一 ５３１，１３６ 県福祉事務所（県は町村の事務を行う。）

３ 事業内容

（１）保護施設事務費負担金 ４８，６０４千円

・対 象 保護施設

・対象経費 県が入所措置した要保護者が入所等して

いる施設の運営費

・負 担 率 国３／４、県１／４

（２）市保護費負担金 １２５，４９６千円

・対 象 市

・対象経費 住所がない又は不明等の要保護者に対し

て、市が支弁した保護費等

・負 担 率 国３／４（直接補助）、県１／４

（３）扶助費 １，５４２，０８９千円

・内 容 生活扶助、教育扶助、住宅扶助、

医療扶助 等

・負 担 率 国３／４、県１／４

（４）医療等審査費 ７，９９６千円

・委 託 先

社会保険診療報酬支払基金秋田支部

秋田県国民健康保険団体連合会

・対象経費

診療報酬明細書の審査事務費及び医療費の医療機関

への支払い事務費

介護報酬明細書の審査事務費及び介護費の介護機関

への支払い事務費 等
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域でつなぐ認知症支 １ 事業目的

援推進事業 増加が見込まれる認知症の人とその家族が、安心して、安

全に、幸せに住み慣れた地域で暮らしていくことができるよ

５２，７２９千円 う、地域で支える体制を強化する。

○国 １８，５７９ ２ 事業内容

○入 １４，７１７ （１）医療支援体制連携強化事業 ３８，６５６千円

○一 １９，４３３ ①認知症疾患医療センター運営費

・補 助 率 国１／２、県１／２

［地域医療介護総合確 ・交 付 先 市立秋田総合病院ほか８医療機関

保基金］ ②医療支援体制連携事業

・かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護職員等の対応

力向上研修及びサポート医フォローアップ研修の実施

委 託 先 （一社）秋田県医師会ほか

・サポート医養成研修への派遣

③若年性認知症支援推進事業

・若年性認知症支援コーディネーターの配置（１名）

配 置 先 県立リハビリテーション・精神医療セン

ター

（２）介護・福祉支援体制連携強化事業 ６，１０７千円

①介護支援体制連携強化事業

・認知症対応型サービス事業管理者等研修の実施

委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会

・介護指導者養成研修等への派遣

②福祉支援体制連携強化事業

・認知症初期集中支援チーム員研修及び認知症地域支援

推進員研修の受講料を負担

（３）地域支援体制連携強化事業 ７，９６６千円

①認知症施策推進ネットワーク事業

・ネットワーク会議の開催

構 成 員 県医師会、認知症疾患医療センター、家

族の会、介護施設等の代表者 計１６名

・市町村担当者等研修会の開催

②認知症サポーター養成事業

・キャラバンメイト養成講座の開催

・認知症サポーター養成講座の開催（地域振興局単位）

・オレンジ・チューター養成研修への派遣
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○オレンジ・チューター

チームオレンジのメンバー等に対する研修を担う人。国が委託実施する

研修を受講し、チームオレンジに関する知識や支援技術を学ぶ。

○チームオレンジ

ステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援チームを作り、

認知症の人や家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組み。

③認知症普及啓発事業

・街頭キャンペーンの実施

開催時期 ９月（世界アルツハイマー月間）

内 容 認知症の人と家族の会と連携した啓発活

動（リーフレットの配布等）

④権利擁護利用促進事業

・市町村が行う市民後見人推進事業に対する補助

対象経費 後見人養成講座、後見業務支援、後見支

援センター運営経費等

交 付 先 横手市、湯沢市、三種町、羽後町

⑤地域包括ケア連携・人材育成推進事業

・市町村が行う介護予防事業等への専門職の参画を促進

するため、人材育成、多職種連携の強化に資する研修

の経費を補助

交 付 先 秋田県リハビリテーション専門職協議会

⑥○新 認知症の予防に資する事業

・認知症予防部会の開催

構 成 員 県医師会、認知症疾患医療センター、秋

田大学等の専門家、市町職員 計９名

内 容 認知症予防に資する活動への県民の積極

的な参加促進、認知症の発症遅延や発症

リスクの低減につながる手法等を検討

・認知症地域支援推進員研修会

内 容 社会参加活動を促進するための先進事例

の紹介

・本人発信に向けた環境づくり

認知症カフェを訪問し、認知症の人へのインタビュ

ーを実施

・早期発見・早期対応事業

軽度認知障害に関するリーフレットの作成・配布

作成部数 １０，０００枚

配 布 先 運転免許証更新時の認知機能検査におい

て認知機能の低下が見られた者等
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

元気で明るい長寿社会 １ 事業目的

づくり事業 高齢者が元気で充実した生活を送れるよう、生きがいづく

りと健康づくりを推進するとともに、各市町村等による自立

４４，８０３千円 支援・介護予防等の取組に対し支援を行う。

○国 １０，３４１ ２ 事業内容

○入 ４１１ （１）高齢者元気アップ支援事業 １８，８６９千円

○諸 ７，９２９ ねんりんピック秋田大会で高まった社会参加の機運を維

○一 ２６，１２２ 持し、高齢者が継続してスポーツや文化活動に取り組める

よう支援を行う。

［地域医療介護総合確 ・補 助 先 （福）秋田県社会福祉協議会

保基金］ ・補 助 率 １０／１０

①県版ねんりんピック開催事業

スポーツ交流大会（１８種目）への開催費補助

②全国健康福祉祭（ねんりんピック）選手派遣事業

全国大会（岐阜県）への派遣に係る経費補助

③福祉・文化のつどい開催事業

美術展やシニア活動紹介、講演会等への開催費補助

（２）新しい総合事業の取組支援事業 １１，３０５千円

多職種協働による自立支援・介護予防に向けた地域ケア

会議等の取組を推進し、各市町村の保険者機能の強化を支

援する。

①包括的支援事業推進事業

権利擁護相談会、虐待に関する研修会の開催

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会

②保険者機能強化推進事業

各市町村の自立支援型地域ケア会議導入への支援及び生

活支援コーディネーターの資質向上のための支援

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会

・内 容 ・自立支援・介護予防普及トップセミナー

の開催（県内１カ所）

・自立支援型地域ケア会議導入・実践研修

会の開催（司会者編（１回）・専門職者

編（２回）・事業所編（３回））

・自立支援・重度化防止普及アドバイザー

養成研修の開催（養成研修・フォローア

ップ研修各１回）

・生活支援コーディネーター活動支援研修

会の開催
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自立支援型地域ケア会議実践市町村等への支援

・内 容 連絡会の開催、市町村訪問

③地域包括支援センター機能強化推進事業

初任者の資質向上のための基礎研修会開催への支援

・補 助 先 秋田県地域包括・在宅介護支援センター協

議会

・補 助 率 １０／１０

④○新 高齢者付添サポート事業

介護予防の促進を図るため、運転免許証の返納などによ

り地域での移動が困難な高齢者が、家に閉じこもること

なく「通いの場」等に参加できるよう、移動支援に取り

組むモデル市町村に対して支援する。

・内 容 ・運送、警察、市町村、社会福祉法人等関

係機関において、取組について協議・合

意を図る検討会の開催（２回）

・付添サポーター養成研修の開催（２回）

・事業実施準備に係る補助

（３）高齢者ほっと安心相談事業 １４，６２９千円

高齢者総合相談・生活支援センターの運営を行う。

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

老人福祉施設等環境整 １ 事業目的

備事業 在宅生活が困難な高齢者の身体的、精神的な健康の維持及

び向上を図るため、特別養護老人ホーム等の整備を支援する。

１７２，８３６千円

２ 実施主体 社会福祉法人

○債 １６１，０００

○一 １１，８３６ ３ 事業内容

（１）（福）のしろ汐風会 ５２，２１２千円

・施 設 種 別 特別養護老人ホーム

・建設予定地 能代市元町

・整 備 区 分 創設

・定 員 １００人

（ユニット型３６人、従来型６４人）

＊２か年事業 令和２年度 ５２，２１２千円

３年度 ２３７，８６０千円

（２）（福）いなかわ福祉会 １２０，６２４千円

・施 設 種 別 特別養護老人ホーム

・建設予定地 湯沢市駒形町

・整 備 区 分 移転改築

・定 員 ４８人（従来型）

４ 補助単価

[ユニット型] ３，５９０千円／人

[ 従 来 型 ] ２，５１３千円／人
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

地域介護福祉施設等整 １ 事業目的

備事業 「市町村介護保険事業計画」及び「県介護保険事業支援計

画」に基づき、各地域において必要な地域密着型サービスを

４３４，４１０千円 提供する施設等の整備及び施設の円滑な開設を促進するた

め、必要な経費について支援するとともに、介護療養病床か

○入 ４３４，４１０ ら介護関連施設への転換に必要な経費について支援を行う。

［地域医療介護総合確 ２ 実施主体 市町村

保基金］

３ 事業内容

（１）地域密着型サービス施設等整備事業

３０４，４９２千円

住み慣れた地域で安心して暮らすため、住民のニーズに

対応したサービスを提供する施設等の整備に要する経費を

補助。

（２）介護施設開設準備経費等支援事業

１２８，３６７千円

介護保険施設等において開設時から質の高いサービスが

提供できるよう、職員研修のための雇い上げ、備品購入等

に要する経費を補助。

施設種別 実施主体 事業者 定員
補助額

（千円）

地域密着型特別養護老人ホーム 大館市 （福）成寿会  29 129,920

施設内保育施設 能代市 （福）のしろ汐風会 16 2,142

地域密着型特別養護老人ホーム 秋田市 （福）秋田けやき会 29 129,920

認知症高齢者グループホーム 美郷町 （株）ユウメディカル  9 33,600

小規模多機能型居宅介護事業所 横手市 （福）一真会 18 8,910

　　　　　　　合計　（５施設） 304,492

施設種別 実施主体 事業者
補助対

象定員

補助額

（千円）

地域密着型特別養護老人ホーム 大館市 （福）成寿会   29 24,331

地域密着型特別養護老人ホーム
秋田市

（福）秋田けやき会 29 24,331

広域型特別養護老人ホーム （福）秋田福祉協会 80 67,120

認知症高齢者グループホーム 美郷町 （株）ユウメディカル 9 7,551

小規模多機能型居宅介護事業所 横手市 （福）一真会 6 5,034

　　　　　　　合計　（５施設） 128,367
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（３）特別養護老人ホーム等空間整備事業

１，５５１千円

介護療養病床から介護関連施設へ転換する際に必要とな

る経費を補助。

施設種別 実施主体 　　　　事業者
補助対象

床数

補助額

（千円）

介護医療院 湯沢市 （医）小野崎医院 10 1,551
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

介護人材確保対策事業 １ 事業目的

介護ニーズの拡大と生産年齢人口の減少により、深刻な人

９２，９１４千円 手不足が懸念される介護人材を確保するため、多様な人材の

介護分野への新規就労と介護従事者の職場定着を支援する。

○入 ９２，８８９

○諸 ２５ ２ 事業内容

【サービス基盤の整備】

［地域医療介護総合確 （１）介護サービス事業所認証評価事業 ３２，５９０千円

保基金］ 介護従事者の処遇改善や人材育成等を積極的に実施する

介護サービス事業者（所）の取組を評価・認証し、サービ

ス基盤の整備を促進する。

①認証評価制度推進委員会の開催

②認証申請等受付及び審査員派遣業務委託

③認証評価制度参加事業所支援業務委託

認証に向けた取組事業者を支援するため、基礎・専門

セミナー、個別相談会の開催等の業務を委託する。

④認証評価制度の普及・啓発

地元紙面を活用し、認証評価制度及び介護の魅力をＰ

Ｒすることにより、認証事業者のモチベーションを高め

るとともに、「介護」のマイナスイメージの払拭を図る。

【多様な人材の参入促進】

（２）介護人材確保対策事業 ３０，０８５千円

専任職員４名を配置し、介護分野の求職者の掘り起こし

を強化するとともに、求人・求職に係るマッチングを推進

することにより、新規就労及び職場定着を支援する。

①介護従事者新規就労支援

・介護未経験者に対する基礎講習会・実務訓練の実施

②介護職応援ウェブサイトの運営

③介護人材定着促進

・専門アドバイザーの派遣による職場環境等の改善

④介護人材確保対策セミナーの開催

新人の離職防止を図るため、実務指導や職場生活上の

相談・助言役となるサポート職員の養成を進める。
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（３）地域住民に対する介護の仕事の理解促進事業

１，４１３千円

介護の仕事と魅力を紹介するため、地域住民を対象とす

る介護体験等のセミナーや、県内の中学・高校生等に対し

介護の仕事を紹介する出前講座を実施する。

・補 助 先 （一社）秋田県介護福祉士会、秋田看護福

祉大学、日本赤十字秋田短期大学

（４）中学・高校生等を対象とする介護の職場体験事業

５，１２３千円

中学・高校生等を対象に介護施設等での職場体験の機会

を提供することにより、介護の仕事に対する理解を深め、

介護職が職業選択の一つとなるような機運の醸成を図る。

（５）○新 学校連携による介護の仕事の魅力発見事業

３，０４８千円

中学校や高校において介護ロボットの操作体験会を開催

し、生徒・教員等の介護の仕事のイメージ向上を図る。

・内 容 介護ロボット導入事業者からの事例発表、

ロボットの展示、見学、体験

（６）アクティブシニア介護職参入・活用促進事業

４，８２５千円

中高年齢者を対象に介護の職場や仕事への理解を深める

ための研修・体験を実施し、介護未経験者の介護職場への

参入を促進するほか、介護助手の効果的な活用方法を学ぶ

ためのセミナーを開催する。

①介護の入門教室

・内 容 講義研修、施設体験、報告・交流会

②介護助手活用促進セミナー

・内 容 講演、活用事例発表

【職員の資質の向上】

（７）介護職スキルアップ研修支援事業 ２，７５８千円

①介護職等の実践的スキルアップ講座開設事業

介護従事者や介護支援専門員等の能力を高めるための

研修会を開催する。

・補 助 先 国立大学法人 秋田大学

○フィジカルアセスメント研修

○ファシリテーション研修
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②訪問介護員の人材養成における基本研修実施事業

要介護者の人権擁護・尊厳あるケアに必要な知識を習

得するための研修会を開催する。

・補 助 先 （福）秋田県社会福祉協議会

○訪問介護員スキルアップ研修

○訪問介護サービス提供責任者研修

【労働環境・処遇の改善】

（８）介護ロボット導入推進支援事業 ９，８９３千円

介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化に資する

介護ロボット等の導入を推進し、職場定着を支援する。

①介護ロボット導入支援補助金

・補 助 率 １／２（補助上限額 ３０万円／台）

・補助対象 移乗、移動、排泄、見守り、入浴支援等の

ロボット、ＩＣＴを活用した機器 等

②介護ロボット普及啓発事業

介護ロボットの導入促進に向けた展示見学・体験会を

開催するとともに、県内導入事業者からの事例発表を行

う。

（９）介護事業所内保育所運営支援事業 １，８８４千円

介護従事者の職場定着を促進するため、介護保険施設・

事業所内保育所の運営に要する経費を助成する。

・補 助 先 鹿角微笑苑（特別養護老人ホーム）

・補 助 率 ２／３

【外国人材の受入環境整備】

（10）○新 外国人等介護従事者受入環境整備事業

１，２９５千円

外国人等介護従事者の受入れに係るセミナーを開催する

ほか、県内在住外国人の介護分野への参入を図る研修等を

行い、介護人材の確保及び中長期的な外国人材の受入れに

向けた環境づくりを促進する。

①外国人材受入セミナーの開催

・内 容 外国人介護人材の受入れに関する制度や手

続きに係る情報提供、受入事例の発表

②県内在住外国人（永住者・定住者等）を対象とした介護

の入門研修及び職場体験の実施

・内 容 講義研修、施設体験、報告・交流会
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事 業 概 要

国保・医療指導室

事 業 名 内 容

福祉医療費等助成事業 １ 事業目的

県内に居住する乳幼児及び小中学生、ひとり親家庭の児童、

４，７８５，４７５千円 高齢身体障害者、重度心身障害（児）者の心身の健康保持と

生活の安定を図るため、医療費の自己負担分等に対し、助成
○一 ４，７８５，４７５ を行う。

２ 事業内容

（１）福祉医療費補助金 ４，３７８，２７３千円

医療費の自己負担額の全部又は一部を支給する市町村の

事業に対して補助する。

①実施主体 市町村（補助率 １／２）

②内 訳

区分 受給者数(人) 所要額(千円)

乳幼児・小中学生 ７９,３７４ １,０３６,８２８

ひとり親家庭の児童 １７,４３２ ２１３,３４０

高齢身体障害者 １５,４９６ ６４２,９３７

重度心身障害(児)者 ４５,７６３ ２,４８５,１６８

計 １５８,０６５ ４,３７８,２７３

（２）福祉医療費支給事務費補助金 ６３，６３２千円

福祉医療の支給に必要な経費に対して補助する。

①実施主体 市町村（補助率 １／２）

②内 訳

・審査支払手数料 ６１，４１９千円

・受給者証の更新に必要な事務費 ２，２１３千円

（３）福祉医療基盤強化補助金 ３４０，７２０千円

福祉医療の実施に伴い国から課される市町村国保の国庫

負担金等減額措置相当額に対して補助する。

補助率 前年度減額措置相当額の１／２

（４）保険医療機関指導費補助金 ２，８５０千円

県医師会・県歯科医師会が保険医療機関に行う福祉医療

制度の周知等に要する経費に対して補助する｡

①補助率 １０／１０

②内 訳

・（一社）秋田県医師会 ２，０７３千円

・（一社）秋田県歯科医師会 ７７７千円
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事 業 概 要

国保・医療指導室

事 業 名 内 容

国民健康保険事業 １ 事業目的

国保財政運営の責任主体として、国保事業費納付金制度の

９５,００７,６７３千円 運用や保険給付費等交付金の交付、市町村への支援体制の整

備等を行い、国保財政の安定化及び事業の効率化を図る。

○分 ２７，４５８，８８０

○国 ２４，７９６，６０３ ２ 事業内容

○財 ２１ （１）保険給付費等交付金 ７６，０５３，５１２千円

○入 ５，４４２，２２７ ①保険給付費等交付金（普通交付金）

○諸 ３７，３０９，９４２ 73,155,754千円

県は市町村が負担する保険給付費を全額交付し、国

保財政の安定化を図る。

②保険給付費等交付金（特別交付金）

2,440,051千円

収納対策などの市町村国保事業の運営の安定化に資

する事業の実施状況や、その他災害等個別の事情に応

じて、交付金を交付する。

③県版保険者努力支援制度交付金 457,707千円

「健康寿命日本一」の実現に向けて、糖尿病重症化

予防対策や健診受診率向上のための事業などに積極的
に取り組んでいる市町村を支援するため、交付金を交

付する。

（２）後期高齢者支援金等 １７，１５４，５８９千円

後期高齢者医療や介護保険等への納付金を負担する。

（３）国保ヘルスアップ事業 ４，０００千円

レセプト情報や健診情報を活用した医療費分析を行い、
地域の健康課題を抽出して、市町村保健事業への助言・指

導などを行う。

（４）その他 １，７９５，５７２千円
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医療費指数 所得指数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

1 秋田市 1.057 0.961 7,830,880,326 6,752,182,378 139,774 127,809 109.36%

2 能代市 0.997 0.966 1,438,413,897 1,135,165,764 124,415 104,550 119.00%

3 横手市 0.942 0.985 2,478,423,202 2,035,015,827 126,754 119,701 105.89%

4 大館市 0.950 0.942 1,734,578,718 1,348,751,793 116,552 110,700 105.29%

5 男鹿市 1.120 0.907 958,427,215 758,926,579 131,912 120,663 109.32%

6 湯沢市 0.899 0.886 1,236,466,892 1,018,595,828 119,530 106,688 112.04%

7 鹿角市 0.968 0.996 812,246,547 654,990,328 126,157 123,952 101.78%

8 由利本荘市 1.059 1.078 2,375,543,939 1,923,804,923 140,598 130,730 107.55%

9 潟上市 1.000 0.861 808,431,714 657,615,805 120,838 116,921 103.35%

10 大仙市 0.941 1.038 2,207,537,336 1,870,449,786 133,971 117,006 114.50%

11 北秋田市 0.978 0.907 805,278,529 650,263,066 121,234 109,738 110.48%

12 にかほ市 0.957 1.252 788,607,696 693,301,273 146,703 124,374 117.95%

13 仙北市 0.929 0.908 705,093,463 557,528,495 117,830 119,842 98.32%

14 小坂町 0.967 0.824 123,755,921 95,006,148 108,916 105,075 103.66%

15 上小阿仁村 1.085 1.012 80,983,497 55,465,759 124,078 104,267 119.00%

16 藤里町 1.163 1.025 114,264,756 90,152,572 137,771 136,027 101.28%

17 三種町 1.087 1.172 573,561,924 459,333,788 146,049 122,730 119.00%

18 八峰町 1.016 1.040 245,788,077 217,926,207 145,046 130,905 110.80%

19 五城目町 1.082 0.833 260,105,343 195,904,512 120,189 96,166 124.98%

20 八郎潟町 0.964 0.939 153,191,025 116,241,683 115,146 119,137 96.65%

21 井川町 1.042 0.908 116,861,096 90,618,939 124,661 115,507 107.93%

22 大潟村 0.975 4.048 528,759,466 348,519,704 257,744 216,592 119.00%

23 美郷町 0.964 1.089 572,965,240 460,891,955 132,764 111,566 119.00%

24 羽後町 0.907 1.012 444,393,377 336,377,017 118,152 117,330 100.70%

25 東成瀬村 0.892 1.082 64,319,651 46,283,581 119,135 112,147 106.23%

　　　　－ 1.000 27,458,878,847 22,569,313,710 132,602 120,644 109.91%

令和２年度分国民健康保険事業費納付金算定結果

按分指数

計

保険者名

令和２年度
事業費納付金

令和２年度
必要保険税総額

令和２年度
一人当り
国保税額
（理論値）

令和元年度
一人当り
国保税額
（実績値）

Ｅ／Ｆ

25



事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害者県地域生活支援 １ 事業目的

事業 障害者及び障害児の福祉の増進を図るため、障害者総合支

援法第７８条に基づき地域の特性や利用者の状況に応じた事

１０５，１９７千円 業を実施し、障害の有無にかかわらず、安心して暮らすこと

のできる地域社会の実現を図る。

○国 ４０,４９１

○諸 ５０ ２ 実施主体 県

○一 ６４,６５６

３ 事業内容

（１）障害者就業・生活支援センター事業 ２９,０４０千円

就業及び日常生活・社会生活について支援を必要とする

障害者について、関係機関と連携し、必要な指導・助言等

の支援を行う。

・委託先 （福）大館圏域ふくし会 ほか

（２）相談支援従事者研修事業 ５,０５４千円

相談支援専門員の養成やスキルアップを図る研修を実施

し、障害者の意向に基づく地域生活を実現するための支援

の充実を図る。

・委託先 あきたケアマネジメントネットワーク協会

（３）障害者社会参加推進事業（身体） ６０,６３６千円

手話通訳員の設置、障害者社会参加推進センターの運営、

重度障害者の割合が高い市町村に対する財政支援の実施等

により、障害者の社会参加の促進を図る。

・委託先 秋田県身体障害者福祉協会 ほか

①専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

②専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

③社会参加支援事業

④重度障害者に係る市町村特別支援事業

⑤身体障害者補助犬育成促進事業

⑥特別促進事業

（４）障害者社会参加推進事業（精神） ５０３千円

精神障害者の地域移行・地域定着支援に係る事業を実施

し、社会参加の促進を図る。

・委託先 秋田県精神保健福祉協会 ほか
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（５）高次脳機能障害相談支援事業 ２,２４３千円

高次脳機能障害者に対する支援体制の確立を図るため、

支援拠点機関における専門的な相談支援や病院・福祉施設

職員等を対象とする研修等を実施する。

・委託先 県立リハビリテーション・精神医療センター

（６）障害者総合支援法研修等事業 ２,７３４千円

障害福祉サービスが円滑に実施されるよう、サービス提

供者等の養成に係る各種研修を実施し、サービスの質の向

上を図る。

①障害支援区分認定調査員等研修事業

②サービス管理責任者研修事業

③強度行動障害支援者養成研修事業

・委託先 （福）秋田県社会福祉事業団 ほか

（７）障害者総合支援法協議会等開催事業 ３０６千円

介護給付等（児童の通所サービス等含む）に係る市町村

決定に不服がある場合の審査を実施する。また、市町村に

対する専門的・広域的観点からの支援を実施する。

（８）広域的な支援事業 ２７７千円

県障がい者総合支援協議会に「秋田県相談支援アドバイ

ザー」を設置し、市町村自立支援協議会等に対する支援や

相談支援業務に係る人材育成等を実施する。

（９）障害者虐待防止対策支援事業 １,１１０千円

障害者虐待については、その未然防止や早期発見、迅速

な対応、その後の適切な支援が重要であるため、地域にお

ける関係機関の協力体制や支援体制の強化を図る。

・委託先 （福）秋田県社会福祉事業団

（10）医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業

１,３７７千円

医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材の養

成、医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教

育等の関係機関等の連携体制を構築することにより、医療

的ケア児等の地域生活を支援する。

・委託先 秋田県立療育機構

27



（11）○新 発達障害児者及び家族等支援事業

１,６１７千円

発達障害児者の子育てへの相談・助言や、家族等支援者

が発達障害児者の不適応や問題行動を支援できるよう研修

を実施し、発達障害児者及びその家族に対する支援体制の

構築を図る。

・委託先 秋田県立療育機構

（12）○新 障害分野のロボット等導入支援事業

３００千円

働きやすい職場環境の整備を推進するため、障害者支援

施設・グループホームで介護ロボットや見守りセンサーな

どを導入する際の経費を助成する。

・対 象 者 障害者支援施設・グループホーム事業者

・対象経費 ロボット等の購入費用 等

（１機器当たり１０万円以上３０万円以下）

・補 助 率 国１０／１０
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害者総合支援法等推 １ 事業目的

進事業 障害者の工賃向上に係る支援、重度障害者の地域生活を

支えるための市町村への財政支援、介護職員等による痰吸

３０,５４０千円 引等のための研修を実施し、障害者が社会的・経済的に安

定した日常生活を営むための体制を整備する。

○国 １６,７８７

○入 ５,１８７ ２ 事業内容

○一 ８,５６６ （１）障害者の働きがい支援事業 ４,５０７千円

・工賃向上支援のための共同受注窓口の運営

［地域医療介護総合確 ・企業と事業所とのマッチングのための商談会の開催

保基金］ ・農福連携セミナーの開催

窓 口 県内３か所（県北、中央、県南）

委託先 秋田県社会就労センター協議会

（２）重度訪問介護等利用促進支援事業 ２０,８４６千円

重度訪問介護等利用者の支援のための訪問系サービス

給付額の国庫負担基準の超過市町村に対する財政的支援

・負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

・令和２年度対象見込 鹿角市、三種町、八峰町、

八郎潟町、井川町

（３）介護職員等による痰吸引等研修事業 ５,１８７千円

痰吸引等が必要な重度障害者等に対する安全なケアの

ための介護職員等の養成

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会

・対 象 者 介護職員等（定員３０名）
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害者差別解消推進事 １ 事業目的

業 県民、事業者及び障害者団体等と連携し、障害者への理解

及び社会参加を促進することで、障害を理由とする差別の解

１９,９５６千円 消を推進し共生社会の実現を図る。

○国 ６,８９７ ２ 事業内容

○一 １３,０５９ （１）障害者差別解消推進事業 ４,６８５千円

①秋田県障害者差別解消調整委員会の開催

紛争解決のため条例設置する委員会

・委員 １５名（法曹、障害者団体、商工団体、行政等）

②職員向け研修会の開催

障害者に対する適切な支援のため、相談対応職員の資

質向上と、行政機関の職員の理解促進を目的に開催する

研修会

・実施予定 相談対応職員２回、行政機関１回

③専門相談機関設置事業

専門相談機関として、常設相談窓口の設置、弁護士等

による相談対応、県及び市町村の相談窓口への支援等を

実施

・委 託 先 (福)秋田県身体障害者福祉協会

・相 談 窓 口 月～金曜日（弁護士相談 月１回）

（２）障害者理解促進事業 ６,０６９千円

①普及啓発事業

各種媒体による啓発、条例及び相談窓口等の周知

・地域で活躍する障害者の情報発信

・障害理解促進のためのハンドブックの配布、活用

・啓発・学習用映像の制作、提供

②障害者理解促進事業

県民や事業者が、正しい知識と理解を深めるための出

前講座や研修会等の実施

・障害者団体と連携した小中学生向け出前講座等

委 託 先 (福)秋田県身体障害者福祉協会

・労働局等と連携した、事業者向け研修会

実施予定 ３地区

・各地域のニーズに応じた障害者理解促進に係る事業

実施主体 各地域振興局福祉環境部

内 容 街頭キャンペーン実施、学習会等の開催
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（３）障害者社会参加等促進事業 ９,２０２千円

①障害者サポーター養成事業

障害及び障害者に対する正しい知識と理解を持ち、適

切な支援ができるサポーターの養成

・養成講座の開催

対 象 者 県民

実施予定 １３市町村

②精神障害者社会参加促進事業

精神障害者の社会参加及び社会復帰の促進を図るため

の地域住民等を対象とした啓発事業

・委託先 秋田県精神保健福祉協会ほか

・内 容 研修会・学習会等の開催、啓発活動等

③ヘルプマーク・ヘルプカード普及推進事業

ヘルプマーク等の活用促進及び県民等への啓発

・ヘルプマーク・ヘルプカードの作成・配布

対 象 者 障害者等、社会生活において支援や配

慮を必要としている方

配布場所 市町村、各地域振興局福祉環境部等

・県民や関係団体への普及啓発及び理解促進

リーフレットの作成・配布、ＣＭ放映等

④知的障害者本人活動支援事業

知的障害者の社会参加の促進及び地域生活移行を進め

るための、支援者やボランティア等との協働による本人

活動

・委託先 (公社)秋田県手をつなぐ育成会

・内 容 ボランティア活動､文化活動､意見交換会等

⑤障害者のためのレクリエーション等開催事業

障害者の社会参加及び相互交流の促進のためのレクリ

エーション等の活動を支援

・委 託 先 (福)秋田県身体障害者福祉協会ほか

・事業内容 スポーツイベント、レクリエーション教

室の開催等

⑥芸術・文化講座開催等事業

障害者の自立と社会参加の促進、交流機会の提供のた

めの芸術・文化活動を支援

・「心いきいき・芸術文化祭」の開催

開催場所 秋田市

時 期 １１月（予定）

委 託 先 (福)秋田県身体障害者福祉協会
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害児・者施設整備補 １ 事業目的

助事業 障害福祉サービスを提供する障害児・者施設の整備を促進す

ることにより、障害児・者の福祉の向上を図る。

１１６,７４８千円

２ 事業内容

○国 ７７,８３１ （単位：千円）

○債 ３１,１００

○一 ７,８１７

３ 補助率

国１／２、県１／４

(特非)鹿角親交会

生活介護事業所いっぷく堂（仮称）
鹿角市 創設 生活介護 20 31,498

(特非)共生センターとっと工房

たのしいわが家　２号棟（仮称）
大館市 創設 共同生活援助 7 25,200

共同生活援助 9

短期入所 1

共同生活援助 5

短期入所 1

計 116,7484施設

設　置　主　体
事　業　所　名

設置
場所

整備
区分

種別・定員（人） 補助額

(株)よつば

グループホームあいあい　２号館
美郷町 創設 30,750

(福)慈泉会

サンワークの家Ⅱ
美郷町 創設 29,300
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

地方独立行政法人秋田 １ 事業目的

県立療育機構支援事業 地方独立行政法人秋田県立療育機構が担う効率的で質の高

い療育の提供を支援するため、同法人が設置する県立医療療

１,４９３,７９８千円 育センターの運営に要する経費を交付する。

○一 １,４９３,７９８ ２ 交付先 （地独）秋田県立療育機構

３ 事業内容

（１）法人の運営経費 ６５６,３２７千円

人件費、医薬材料費、光熱水費等に要する経費

（２）医療機器等整備 ７２,０８５千円

脳波計、心電図計、経腸栄養ポンプ等の整備や更新に要

する経費

（３）職員退職手当 １３８,３２７千円

定年退職者７人

（４）○新 医療療育情報システム更新等 ３９１,１０５千円

・システムサポート終了による更新

・業務の効率化や質の高い療育の提供に資する機能の追

加、拡充

（５）共済費負担金 ２３５,９５４千円

職員共済の事業主負担分
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

ひきこもり対策推進事 １ 事業目的

業 ひきこもりに特化した支援を行う「ひきこもり相談支援セ

ンター」を運営し、相談支援体制及び関係機関の連携の強化

１３,７３７千円 を図り、当事者やその家族等を支援する。

また、協力事業所（職親）の協力により社会参加機会を提

○国 ４,９９９ 供し、社会適応性の向上や生活リズムの改善を図りひきこも

○諸 ２４ り状態を解消できるよう支援する。

○一 ８,７１４

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）ひきこもり相談支援センター運営事業

１０,８６６千円

①対象者

１８歳以上の当事者やその家族等

②設置場所

精神保健福祉センター内

③実施体制

ひきこもり支援コーディネーター３名

④業務内容

・電話や来所等による相談支援、巡回相談

・関係機関からなる連絡協議会の開催

・ひきこもりに関する情報発信

・支援職員等に対する研修会の実施

・当時者会及び家族会の開催

（２）社会とのつながり支援（職親）事業 ２,８７１千円

①実施体制

ひきこもり相談支援センター、地域振興局福祉環境部

②実施内容

・社会参加機会の提供やその支援（当事者と職親のマッ

チング、職親への助言）

※職親登録事業所数 ８０か所（令和２年１月末現在）
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

依存症支援体制整備事 １ 事業目的

業 アルコールやギャンブル等依存症者及び家族の支援体制構

築を目的に、精神保健福祉センターによる保健所等相談機関

１,３１３千円 の人材育成を図る。

また、ギャンブル依存症対策基本法第13条の規定に則り、

○国 ６５０ 秋田県ギャンブル依存症対策推進計画を策定する。

○一 ６６３

２ 事業内容

（１）依存症支援体制整備事業 ７３３千円

①県民への依存症に関する啓発事業

・一般向け啓発キャンペーンの実施

②自助グループ等への育成支援

依存症問題に取り組む民間団体支援補助金

・補助対象 自助グループ、家族会等

・補 助 率 １０／１０

③保健所等地域の相談機関への技術支援

・秋田県版認知行動療法プログラム開発・普及

・出張事例検討会の開催

・相談機関を対象としたスキルアップ研修会の実施

④各地域における相談機関等との連携強化

・依存症連携協議会の開催

（２）○新 秋田県ギャンブル依存症対策推進計画策定事業

５８０千円

①都道府県計画策定委員会の開催 ３回

委員 ２０名（学識経験者、公営競技団体、遊戯団体、

教育関係者、法曹、司法、労働、報道、

民間支援団体等）

②相談、治療等回復支援体制等に関する作業部会の開催

委員 ６名（学識経験者、精神科医、当事者・支援者

団体等）
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

県民健康・栄養調査事 １ 事業目的

業 本県の健康課題の解決に向け、県民の食生活や生活習慣の

状況を把握するため、国が実施する国民健康・栄養調査（拡

３，７８２千円 大調査）に調査地区及び調査項目を上乗せした調査を実施す

るほか、子どもと働き盛り世代を対象とした食習慣状況調査

○一 ３，７８２ を実施する。

※前回調査 平成２８年度

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）国民健康･栄養調査の上乗せ調査 ２，０３０千円

①調査地区

・国調査 １０地区

・県上乗せ ２地区

②調査項目

・国調査 身体状況調査、栄養摂取状況調査、生活習

慣調査

・県上乗せ 尿中ナトカリ比調査（測定・アンケート）

③集計・解析

・委託先：国立大学法人 秋田大学

（２）子どもと働き盛り世代を対象とした調査

１，１４４千円

①調査対象

・２５市町村７１小学校の第６学年に在籍している児童

とその保護者 計９，０００人

②調査方法・内容

・アンケート方式による、望ましい食と健康に関する意

識調査及び食品摂取頻度調査

③入力・集計・解析

・委託先：公立大学法人 青森県立保健大学

（３）調査の準備、精度管理 ６０８千円

・非常勤職員による調査票の準備、入力シートの作成及

び調査票の精度管理
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

「あきた健康宣言！」 １ 事業目的

推進事業 「健康寿命日本一」を目指して、県民の健康意識の向上や

健康づくりに取り組みやすい環境を整備し、県民総ぐるみで

３１，９１３千円 健康づくり県民運動を展開する。

○国 １４，７９０ ２ 実施主体

○一 １７，１２３ 県、市町村、秋田県健康づくり県民運動推進協議会

［地方創生推進交付金］ ３ 事業内容

（１）「あきた健康宣言！」推進事業 １０，７４０千円

県民運動の基本計画である「健康秋田いきいきアクショ

ンプラン」の普及啓発など、健康づくりに取り組みやすい

環境を整備する。

①「あきた健康宣言！」周知事業 ８，３９０千円

・テレビ、ラジオ、新聞等を活用した情報発信

②秋田県健康づくり推進体制整備事業 ２，３５０千円

・健康づくりに関する施策等を調査審議する「あきた健

康長寿政策会議」の開催（年１回）

構成団体 秋田大学、県医師会、県歯科医師会、

商工団体等

・「秋田県健康づくり県民運動推進協議会」総会及び健

康経営部会等の開催

構成団体 経済団体、保健医療団体、民間活動団体、

市町村、企業等

・ウェブサイト、ＳＮＳを活用した協議会会員による健

康づくり情報等の発信

（２）地域健康づくり人材活性化事業 １３，９５２千円

①健康長寿推進員の育成支援 １２，３３８千円

健康意識が高く、主体的に活動する人材の育成に取り

組む市町村に対する支援

・交付金による支援 １８市町村

継続：１５市町村、新規：３市町（終了：４市町）

【交付金の概要】

対象経費 研修会、視察活動等に要する経費

補 助 率 １０／１０

補助金額 人口規模に基づく定額（上限）

補助期間 ３年間

・健康長寿推進員や市町村・県民を対象とした活動事例

発表交流会の開催
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②健康づくり地域マスターの育成 １，６１４千円

地域における県民運動の牽引役となる健康づくり地域

マスターの任命・育成と活用の促進

（任命者数：Ｒ２年１月現在８９名）

・マスターの任命研修のほか、希望者向けに専門知識を

更に深めるための研修を県内各地で開催

・事業所等に講師としてマスターを派遣・紹介

（３）健康経営普及事業 ２５４千円

秋田県版健康経営優良法人認定制度の活用を促進するた

め、ＰＲリーフレット等を作成し、健康経営の普及を図る。

・制度の対象

県内で事業活動を行い、常時１人以上の労働者を雇用

する法人等で公的医療保険の適用事業所

・認定基準

がん検診の受診、受動喫煙防止対策、食生活改善に向

けた普及啓発等、健康秋田いきいきアクションプランの

目標に沿った１０項目

・認定期間等

認定期間 １年間

年２回申請（１２月、６月）、認定（３月、９月）

（４）食からの健康応援事業 ４，８３４千円

栄養関連団体・企業等との連携により、減塩・野菜摂取

など、適切な食生活の普及啓発を図る。

①食と生活改善啓発事業 ５３６千円

地域におけるイベント等での食生活改善の普及啓発

・委託先：秋田県食生活改善推進協議会

②ライフステージ別栄養普及事業 １，１４７千円

ライフステージに応じた食の出前講座の実施や高校生

レシピコンクール入賞レシピの商品化

・委託先：（公社）秋田県栄養士会

③減塩＆野菜を食べよう応援事業 ５３３千円

スーパー等との連携によるキャンペーンの実施

④食の国あきた推進事業 ３７７千円

秋田県食育推進計画の進捗管理

・第３期計画（H28～R2)の検証と第４期計画（R3～R7）

の策定

・「食の国あきた」推進会議及び食育地域ネットワーク

会議の開催

⑤健康な食事・食環境整備事業 １，５７０千円

栄養バランスの良い「健康な食事」メニュー認証制度

の創設による、消費者と事業者を対象とした、望ましい

食事スタイルの普及定着の促進

・認証制度の普及及び利用促進

・全県各地域での味噌汁塩分濃度測定会の実施
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⑥栄養・食生活を専門的に普及啓発する人材の確保・育成

６７１千円

栄養・食生活改善に携わる人材の不足や地域偏在を解

消し、地域における取組を推進

・地域において食生活の改善に取り組む人材を対象とす

る食生活改善講座（保健所単位）の開催

・県出身学生を対象とした行政栄養士未配置市町村での

インターンシップの実施（協力：女子栄養大学）

（５）運動による健康づくり推進事業 ３７２千円

冬期間の運動不足解消のための健康づくりウォークラリ

ーを開催する。

・委託先：(株)秋田ふるさと村

（６）健康ポイント導入支援事業 ２４４千円

市町村による健康ポイント制度の導入を促進するため、

講師派遣等の支援を行う。

・市町村担当者会議の開催

・先進事例等に関する講師派遣

（７）「健康な美酒王国」秋田推進事業 ６４１千円

秋田県アルコール健康障害対策推進計画に基づく普及啓

発等の取組を実施する。

・リーフレット等による飲酒のリスクに関する正しい知識

の普及

・有識者会議の開催

・保健指導担当者等研修会の開催

（８）○新令和２年度全国食生活改善大会開催事業

８７６千円

大会開催に伴う負担金

・開 催 日 令和２年９月２・３日

・会 場 秋田キャッスルホテル、秋田市文化会館

・参加人数 １，０００人（予定）

・参 集 者 食生活改善推進員、行政担当者等

・内 容 講演、推進員の事例発表、功労者の表彰
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

健（検）診受診率向上 １ 事業目的

総合対策事業 健（検）診受診率の向上を図るため、受診しやすい環境の

整備など、受診促進に向けた総合的な取組を行う。

１２，０６０千円

２ 実施主体 県、市町村、健（検）診機関

○国 ４６８

○一 １１，５９２ ３ 事業内容

（１）胃がん検診助成事業 ５，７５１千円

全国と比較し胃がんの死亡率が高いことから、罹患率の

上昇する年齢層を対象に、検診（エックス線・内視鏡）の

自己負担額を無料化又は軽減するための経費を助成する。

・補 助 対 象 市町村

・対 象 年 齢 ５０、５２、５４、５６、５８歳

・補助基準額 ２,０００円

・補 助 率 １０／１０

（２）がん検診受診率向上推進事業 ５，３６７千円

次の４つのがん検診について、罹患率の上昇する年齢層

を対象に、検診の自己負担額を軽減するための経費を助成

する。

・補 助 対 象 市町村

・補 助 率 １／２

・補助基準額等

対象年齢 補助基準額

大 腸 が ん ５０～５４歳 ５００円

肺 が ん ６０～６４歳 ５００円

子宮頸がん ３０～３４歳 １，４００円

乳 が ん ４０～４４歳 １，４００円

・補 助 要 件 コール・リコールによる受診勧奨

（３）がん検診精度管理向上推進事業 １４８千円

より精度の高いがん検診を行うため、がん検診が適切に

行われているかを評価するための手法等に関する研修会を

開催する。

・対 象 市町村、検診機関の職員等

（４）健（検）診受診勧奨事業 ７９４千円

特定健診及びがん検診の受診率向上のため、医療機関を

受診した患者に対し、かかりつけ医が受診勧奨を実施する。

・委託先 （一社）秋田県医師会
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

「受動喫煙ゼロ そし １ 事業目的

て禁煙」推進事業 たばこによる健康被害を防止するため、禁煙支援、若い世

代の喫煙防止、受動喫煙防止の３つの観点から総合的なたば

１８，３５１千円 こ対策を行う。

○国 ７，７５７ ２ 実施主体 県

○諸 ２４

○一 １０，５７０ ３ 事業内容

（１）禁煙支援事業 ８８８千円

禁煙の動機付けを促すため、喫煙者とその家族等を対象

に、出前講座、セミナー等を開催する。

（２）若い世代の喫煙防止事業 ６６７千円

若い世代の喫煙防止のため、大学生や新規就職者等を対

象に、勉強会の開催や啓発資材の作成・配布を行う。

（３）受動喫煙防止事業 １６，７９６千円

受動喫煙による健康被害を防止するため、たばこの害に

ついての正しい知識の普及や、受動喫煙を防止する環境を

整備する。

①たばこによる健康被害に関する普及啓発

１，２２３千円

県民等を対象に、世界禁煙デーに合わせたフォーラム

やたばこと健康を考えるセミナー等を開催する。

②望まない受動喫煙を防止する環境整備を推進する普及啓

発 ２，５１４千円

施設管理者（事業者）等を対象に、受動喫煙防止対策

に関する説明会の開催や啓発資材の作成・配布を行う。

③受動喫煙防止対策支援事業費補助金 ２，０００千円

店内禁煙とする飲食店に対し、改装費等を助成する。

・補助対象 壁紙・カーテン等の交換、喫煙所（室）の

撤去等

・対 象 者 従業員のいる既存の小規模飲食店

・補 助 率 ９／１０（上限 １００千円）
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④受動喫煙防止条例の制定に伴う相談対応

１１，０５９千円

○普及啓発・相談対応

健康づくり推進課内に配置した４名の相談対応職員

により、改正法及び条例（令和２年４月１日全面施行）

の内容周知や県民及び事業所等からの相談に対応す

る。

○測定機器の整備

喫煙専用室等が法の基準を満たしているかの相談・

通報等があった際に使用する測定機器を整備する。

・内 訳

風速計 ４台

粉じん計 １台

ＶＯＣ（揮発性有機化合物）モニター １台
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

がん対策総合推進事業 １ 事業目的

がん予防の推進やがん医療の質の向上等を図るため、がん

１３０，０３５千円 に関する情報の収集・提供やがん診療機能の強化、がん患者

に対する支援等を行う。

○国 ４８，２６１

○入 ３，４５８ ２ 実施主体 県、がん診療連携拠点病院等

○諸 ５，８７０

○一 ７２，４４６ ３ 事業内容

（１）がん登録推進事業 ８，２３３千円

［地域医療介護総合確 がん登録推進法に基づき、「全国がん登録」に関する事

保基金］ 務を実施する。

・委託先 （公財）秋田県総合保健事業団

・内 容 医療機関からの届出情報の審査・整理、登録

情報の国への提出や県内市町村・医療機関への

提供等

※全国がん登録

がんと診断されたすべての人のデータを国で一

つにまとめて集計・分析・管理する仕組み

（２）多目的コホート研究事業 ５，８７０千円

国立がん研究センターの委託を受け、生活習慣とがんな

どの病気との関係を明らかにするための疫学調査を実施す

る。

・実施地域 横手市

・内 容 血液試料及び健診データの収集等

（３）がん情報発信事業 ５００千円

県民にがんに関する正しい知識を普及するため、秋田大

学等と連携しフォーラムを開催する。

（４）がん患者医療用補正具助成事業 ８，１８０千円

がん患者の就労や社会参画を支援するため、医療用補正

具の購入費用に助成した市町村に対し補助する。

・補 助 対 象 市町村

・助成限度額 ウィッグ １人当たり１５千円

乳房補正具 １人当たり１０千円
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（５）がん医療従事者育成支援事業 ３，２００千円

がん医療の質の向上を図るため、医療従事者のがん関連

専門資格取得に要する経費に対し補助する。

・補 助 対 象 医療機関

・補助基準額 １人当たり８００千円

・補 助 率 １／２

・対 象 経 費 研修受講料、研修中の代替職員雇用経費

（６）がん診療機能等強化事業 ９３，５００千円

地域がん診療連携拠点病院等のがん診療機能等の強化に

要する経費に対し補助する。

・補助基準額 １病院当たり８，５００千円

・補 助 率 １０／１０（国１／２、県１／２）

・対 象 経 費 医療従事者研修、患者等への相談支援、

普及啓発等

（７）緩和ケア推進事業 ８００千円

県内のがん緩和ケア提供体制の強化を図るため、緩和ケ

アに携わる医療従事者等を対象とした研修会を開催する。

・委託先 秋田県緩和ケア研究会

・内 容 拠点病院の緩和ケア病棟等における実地研修

（８）在宅がん患者緩和ケア推進事業 ２５８千円

在宅がん患者等に対する緩和ケアの提供体制を整備する

ため、地域の医療従事者のスキル向上のための研修会等に

要する経費に対し補助する。

・補 助 対 象 各郡市医師会

・補助基準額 １２９千円／地区

・補 助 率 ２／３

（９）がん患者団体活動支援事業 ５６９千円

がん患者や家族が抱える悩みや不安の解消を図るため、

相談や情報交換の場の提供等に取り組む、がん患者団体に

対し補助する。

・補 助 対 象 秋田県がん患者団体連絡協議会

・補助基準額 定額

・補 助 率 １０／１０

（10）がん対策推進計画進行管理費 ５１４千円

第３期秋田県がん対策推進計画を推進するため、情報収

集等を行う。
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（11）がん患者等就労支援事業 １２０千円

患者・家族・医師・企業を対象としたアンケートにより

がん患者の就労に関するニーズ等を把握し、今後の就労支

援のあり方を検討する。

（12）○新第３期秋田県がん対策推進計画中間評価に係る調

査・解析委託事業 ４，１５１千円

第３期秋田県がん対策推進計画（H30～R5）の中間評価

を行い、必要に応じて計画の見直しを行う。

・委託先 国立大学法人 秋田大学

・内 容 指標の達成状況の検証と目標値の見直し

（13）○新がん患者等の妊よう性温存支援事業

３，９４０千円

がん患者等の妊よう性温存に係る相談ネットワークを構

築するとともに、その治療に要する費用に対し助成する。

①相談ネットワーク構築事業 ５４０千円

②妊よう性温存治療費助成事業 ３，４００千円

・補 助 対 象 ４０歳以下・所得制限あり

・補助基準額 精子３０千円、卵子２００千円、受精

卵２００千円、卵巣組織５００千円

・補 助 率 １０／１０

※ 妊よう性温存治療

がん治療に伴う化学療法や放射線療法で生殖

機能が損なわれる前に、卵子、精子等を凍結保

存し、妊娠の可能性を残す治療のこと。

（14）○新がんゲノム普及啓発事業 ２００千円

県民向けセミナーを開催し、がんゲノム医療に関する正

しい知識の普及啓発を図る。

・委託先 国立大学法人 秋田大学

※がんゲノム医療

がん患者の遺伝子変異を網羅的に調べ、その結

果に基づき、患者それぞれに最適な治療薬を処方

する治療のこと。
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

心はればれ県民運動推 １ 事業目的

進事業 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向けて、

民学官の一層の連携強化により、自殺予防活動を展開する。

６２，５８８円

２ 実施主体 県、市町村、秋田大学、民間団体等

○国 ４３，０９８

○諸 ３１ ３ 事業内容

○一 １９，４５９ （１）地域自殺対策強化事業 ５５，１４５千円

①対面型相談支援事業 ３５３千円

・ハローワークにおける心の健康相談支援

開催回数 毎月１回

委 託 先 (一社)日本産業カウンセラー協会東北支部

②電話相談支援事業 ９，９４７千円

・「あきたいのちのケアセンター」による相談支援

③人材養成事業 １，１４８千円

・心はればれゲートキーパー養成講座

委 託 先 秋田ふきのとう県民運動実行委員会

対 象 者 一般県民

・アルコール等依存症対策研修会

対 象 者 行政、医療機関等関係者、民間団体等

④普及啓発事業 １，９０９千円

・ふきのとうホットラインリーフレット等の啓発資料作

成や県政広報紙による相談窓口等の周知、各地域振興

局による街頭キャンペーン等

⑤地域自殺対策強化事業費補助金 ３８，５１７千円

・市町村、大学、民間団体等による自殺予防活動に対す

る支援

市町村（２５市町村） ２３，４０７千円

民間団体等（１５団体等） １５，１１０千円

主な事業内容

相談会の開催、相談窓口の設置、戸別訪問、

サポーター養成研修、交流サロン活動等

⑥地域自殺対策推進センター運営事業 ３，２７１千円

・自殺対策連携推進員の配置による、市町村自殺対策計

画の進捗管理や自殺未遂者等への相談支援
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（２）心の健康づくり推進事業 ３３４千円

健康づくり審議会「心の健康づくり推進分科会」の開催

（３）自殺予防県民運動推進事業 ２，８３８千円

「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の事業活動に対

する補助

対象経費

実行委員会の運営費及び研修会、県民運動大会、

街頭キャンペーン（９月､１２月､３月）等

（４）自殺未遂者支援事業 １，３１８千円

①自殺未遂者支援体制の構築 ８６４千円

自殺未遂者に対する地域の支援体制の構築に向けた関

係者会議及び研修会の開催

対 象 者 医療関係者、消防、行政関係者等

②自殺未遂の救急患者に対する医療・保健の連携体制強化

事業 ４５４千円

自殺未遂により搬送された救急患者の心のケアを図る

ための対応訓練の実施（１回）

委 託 先 国立大学法人 秋田大学

対 象 者 救急救命に従事する医療関係者、消防、行

政関係者等

（５）精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業

７４７千円

自殺との関連が深い、うつ病等の精神疾患に関する相談

員や医療関係者の対応力向上を図るための研修会の開催

①精神疾患患者等への相談対応研修事業（１回）

委 託 先 （一社）秋田県医師会

対 象 者 相談機関の相談員、民生・児童委員等

②医療関係者向け精神疾患等対応研修事業（３地区）

委 託 先 （一社）秋田県医師会

対 象 者 医師及び看護師等

（６）子ども・若者のいのちを支える事業 ３９５千円

①ＳＯＳの出し方教育実践事業 ２５９千円

児童生徒が困難やストレスに直面した際の対処方法を

身につけるモデル講座を実施するとともに、指導教材の

普及を図る。

・モデル講座

実 施 校 ９校（県北、中央、県南の各地区３高校）

講座講師 教職員、県保健師等
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②教職員向け自殺予防強化事業 １３６千円

周囲の大人が児童生徒のＳＯＳに気づき、対応できる

ようにするための研修会を開催する。

開催回数 ３回（県北、中央、県南地区で各１回）

委 託 先 秋田・こころのネットワーク

対 象 者 学校教職員、県・市町村担当者等

（７）身体疾患を原因とする自殺の予防対策事業 ２６５千円

身体疾患を抱える患者に接する医療従事者等向けに患

者や家族への対応力の向上のための研修会を開催する。

開催回数 ３回（県北、中央、県南地区で各１回）

対 象 者 医師、看護師、その他医療従事者、県・市

町村担当者等

（８）心はればれゲートキーパーによる企業のメンタルヘルス

対策事業 １８８千円

職場におけるメンタルヘルス対策の推進のため、企業

向けの心はればれゲートキーパー養成講座を開催する。

開催回数 １回

対 象 者 経営者、従業員等

（９）検索連動型広告を利用した相談支援事業

６９３千円

パソコンやスマートフォンなどから自殺に関連した用

語を検索したとき、ふきのとうホットライン等に誘導す

る広告を画面に表示し、相談に繋がる者を増やす。

実施期間 ４か月（自殺者の多発する月、学校の長期

休み明けの月等で延べ４か月）

対 象 者 県内から「死にたい」「消えたい」「自殺＿

方法」など自殺関連用語の検索を行った者

（10）高齢者自殺予防対策事業 ６６５千円

①高齢者訪問の強化 ２９６千円

高齢者の相談窓口等を記載したグッズを製作して、民

生児童委員協議会や老人クラブに支給し、高齢者の訪問

を強化する。

・グッズ（マグネット）作成数 ３万個

・支給先 民生児童委員協議会、老人クラブ等

②老人クラブ等向けゲートキーパー養成講座

３６９千円

日頃、高齢者を訪問している老人クラブ会員や民生児

童委員等を対象とし、高齢者特有の心理や健康状態等に

ついて学ぶゲートキーパー養成講座を実施する。

・開催回数 ９回

・対 象 者 老人クラブ会員、民生児童委員等
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

妊娠・出産への健康づ １ 事業目的

くり支援事業 安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向けて、総合的

な支援を行う。

１０７，１６６千円

２ 実施主体 県、市町村

○国 ３９，１８４

○一 ６７，９８２ ３ 事業内容

（１）母体健康増進支援事業 ５，９１４千円

①妊婦歯科健康診査事業

妊婦の健康の保持増進及びその経済的負担の軽減を図

るため、妊婦歯科健康診査に要する経費の一部を助成す

る。

・実 施 主 体 市町村

・対 象 回 数 １回

・補助基準額 ４，０００円

・補 助 率 １／２

②HTLV-1(ヒトＴ細胞白血病ウイルス)母子感染普及啓発

HTLV-1の母子感染の予防のため、リーフレットを作成

し、妊婦や保健従事者等への正しい知識の普及啓発を行

う。

（２）幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業

９７，２５７千円

①不妊治療に要する治療費の助成 ９３，６１９千円

・健康保険適用外である「特定不妊治療」に係る治療費

の一部を助成する。

・対 象 者 ４３歳未満（妻）及び配偶者（夫）

夫婦合算所得７３０万円未満

※事実婚夫婦も対象とする。

住民票の続柄に夫（未届）、妻（未届）の記載がある

場合のみ対象

※「特定不妊治療」とは、「体外受精」及び「顕微授精」をいう。

※「男性不妊治療」は、特定不妊治療の一環として精巣から精子

を採取するための手術を行った場合に助成。
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【参考（スキーム図）】

②不妊専門相談センターの運営等 ３，６３８千円

不妊治療に関する情報を提供するとともに、医師、看

護師、助産師及び心理士が相談に応じる。

・委 託 先 国立大学法人 秋田大学

・相談体制 電話・面接・メール

（３）難聴児補聴器購入費助成事業 ９４１千円

身体障害者手帳の交付対象とならない中軽度の聴覚障害

児の補聴器購入及び修理に要する経費の一部を助成する。

・実施主体 市町村

・対 象 者 中軽度の難聴児

（聴力レベル３０ｄＢ以上７０ｄＢ未満）

・補 助 率 １／３

■初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が４０歳未満の場合

（通算９回まで補助）

（県単独） （県単独）

（県単独）

（国庫補助） （国庫補助）

（国庫補助） （国庫補助）

県7.5万円県15万円

男性不妊治療 国15万円 国7.5万円
県単15万円

初回 ２回目～６回目

特定不妊治療
国15万円 国7.5万円 県単5万円

（額の上乗せ）

県単20万円
（回数の上乗せ）県15万円 県7.5万円

７回目～９回目

■初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が４０～４２歳の場合

（通算３回まで補助）

初回 ２回目～３回目

特定不妊治療
国15万円 国7.5万円 県単5万円

（額の上乗せ）県15万円 県7.5万円

男性不妊治療 国15万円 国7.5万円

県15万円 県7.5万円

（県単独）（国庫補助） （国庫補助）

（国庫補助） （国庫補助）
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（４）女性の健康支援事業 ５８５千円

女性健康支援センターにおいて、女性特有の健康課題に

関する情報を提供するとともに、医師、看護師、助産師及

び心理士が相談に応じる。

・委 託 先 国立大学法人 秋田大学

・相談体制 電話・メール

（５）産みたい・働きたい応援事業 ３３４千円

不妊治療を希望する方が安心して働くことができるよう

企業に対して不妊治療への理解を深めるリーフレットを作

成し配布するほか、企業向けセミナーを開催する。

（６）○新 妊娠・出産包括支援推進事業 ２，１３５千円

①母子保健コーディネーター研修 ７４２千円

市町村が設置する子育て世代包括支援センターにおい

て中心的な役割を果たす母子保健コーディネーターを育

成する。

・委託先 日本赤十字秋田看護大学

②母子保健連絡調整会議 １１８千円

保健所において母子保健の地域の課題について市町村

と情報交換、事例検討及び研修を行う。

③プレパパスクール推進事業 １，２７５千円

父親が積極的に子育てに関わり、母親の産後うつや家

族の孤立・虐待を予防する講座等を開催する。

・内容 企業向けプレパパ・プレママ講座

地域拠点ごとの両親学級・父親学級

父親同士のネットワークづくり支援 等
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

エボラ出血熱、ペスト等の一類感染症、また新型インフル

９０，３４２千円 エンザを含めた新興感染症の患者発生時において迅速かつ確

実に対応するため、最新知識の取得や訓練を通じて保健所職

○国 ６，９４７ 員の対応能力の向上を図るとともに、第一種感染症指定医療

○一 ８３，３９５ 機関の維持及び抗インフルエンザウイルス薬や感染症防護衣

（ＰＰＥ）等、必要な医療資機材の配備等体制を強化する。

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）対策推進事業等 １，９８５千円

①発生動向調査事業 １８千円

・補助対象 未知なる感染症疑い患者について報告の

あった疑似症定点医療機関への謝金

・対象経費 謝金（医療機関あたり月１千円）

②対策推進事業 １，９６７千円

・補助対象 新型インフルエンザ等対策のための体制

を整備

・対象経費 新興感染症部会や新型インフルエンザ地

域連絡会議にかかる謝金等、最新知識習

得のための研修会参加旅費

（２）感染防御対策事業 ３，６６２千円

新型インフルエンザ等新興感染症に対応するために保

健所職員が着用する感染症防護衣の整備

（３）一類感染症対策事業 １２，５２６千円

・補助対象 エボラ出血熱等の一類感染症の受入体制

の整備

・対象経費 第一種感染症指定医療機関である秋田大

学医学部附属病院の運営費補助、一類感

染症対策に係る研修参加費

・補 助 率 運営費補助 国１／２、県１／２

（４）抗インフルエンザウイルス薬備蓄事業

７２，１６９千円

・抗インフルエンザウイルス薬の備蓄に係る購入費

・期限切れ備蓄薬の廃棄費（委託）

・保管庫のエアコン点検費（委託）
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

肝炎治療特別促進事業 １ 事業目的

県内におけるウイルス性肝炎患者の減少を図るため、肝疾

１３３，０５６千円 患診療体制や検査体制の整備、Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎の

治療に要する医療費の助成、普及啓発など、肝炎対策を総合

○国 ６７，１０１ 的に実施する。

○諸 ５

○一 ６５，９５０ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）肝炎治療特別促進事業 １２０，４９７千円

①肝炎治療特別促進事業 １１２，９１１千円

Ｂ型・Ｃ型肝炎患者の肝炎治療に係る医療費を助成す

る。

・対象医療 Ｂ型・Ｃ型肝炎に対するインターフェロン

治療及び核酸アナログ製剤治療、Ｃ型肝炎

に対するインターフェロンフリー治療

・助 成 額 自己負担限度額（月額）を超える額

・自己負担限度額（月額） 原 則：１万円

上位所得階層：２万円

上位所得階層＝住民税課税年額が23万5千円以上の世帯

②普及啓発事業 １３４千円

ウイルス性肝炎に関する正しい知識や医療費助成制

度、無料ウイルス検査等の普及啓発を行う。

③肝炎治療コーディネーター養成講習会 ２０３千円

肝炎ウイルス検査未受診者への受診勧奨や、肝炎ウイ

ルス感染者等への相談・支援を行うなど、適正な医療へ

導く人材育成のための講習会を開催する。

④肝疾患診療地域連携体制強化事業 ７，２４９千円

拠点病院を中心に地域連携を強化し、質の高い肝炎医

療の提供体制を確立するための経費。

・委託先 秋田大学医学部附属病院、市立秋田総合病院

（２）ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業

６，４３０千円

①陽性者フォローアップ事業 １２０千円

フォローアップに同意した陽性者に対し、医療機関の

受診状況の確認及び未受診の場合の勧奨を行う。
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②肝炎ウイルス検査事業 ４，４２２千円

医療機関及び出張型における無料肝炎ウイルス検査を

実施する。

・対 象 者 県民（秋田市以外）

・委 託 先 秋田県医師会、秋田県総合保健事業団

③検査費用助成 １，８８８千円

フォローアップに同意した陽性者に対し、検査費用を

助成する。

○初回精密検査

・対 象 者 １年以内に所定の肝炎ウイルス検査で陽

性と判定された者

・補助対象 検査費用（自己負担分）

○定期検査（年２回まで）

・対 象 者 肝炎ウイルスの感染を原因とする慢性肝

炎、肝硬変及び肝がん患者

・補助対象 検査費用（自己負担分）

※住民税非課税世帯は無料

※住民税 235千円未満世帯は一定額

（慢性肝炎：2千円/回）

（肝硬変、肝がん：3千円/回）

（３）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

６，１２９千円

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスを起因とする肝がん・重度肝硬

変患者の入院医療費について、自己負担額が高額療養費の

基準を超えた月が過去12月で３月以上ある場合に４月目以

降にかかる入院医療費に対する助成を行う。

・補助対象 世帯年収約370万円未満

(治療研究に同意した者)

・助 成 額 自己負担限度額（月額）を超える額

・自己負担限度額（月額）１万円
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

○新 難病等医療提供体 １ 事業目的

制推進事業 難病やアレルギー疾患について、患者が早期の診断や適切

な医療を受けられる環境をつくるため、それぞれの拠点病院

６,９３０千円 を中心とした医療提供体制を整備・推進していく。

○国 ３,４４０ ２ 実施主体 県

○一 ３,４９０

３ 事業内容

（１）難病医療提供体制推進事業 ６,７２１千円

難病診療連携拠点病院に県内外の難病医療ネットワーク

との連携・調整等を行う難病診療連携コーディネーターを

配置し、患者や医療機関からの相談等に対応するほか、人

材育成を行う。

・委 託 先 秋田大学医学部附属病院

・主な内容 難病診療連携コーディネーターの配置、難

病診療ネットワーク構築、医療相談、在宅

難病患者支援、医療従事者・就労支援関係

者等研修 等

（参考）難病診療連携拠点病院等の状況

○難病診療連携拠点病院

秋田大学医学部附属病院 R1.10.1指定

○難病診療分野別拠点病院（神経・筋疾患分野）

秋田赤十字病院 R1.10.1指定

国立病院機構あきた病院 R1.10.1指定

○難病医療協力病院

県内１７病院 R1.12.1指定

（２）アレルギー疾患医療提供体制整備事業 ２０９千円

アレルギー疾患医療拠点病院の選定に向け、アレルギー

疾患医療を担う医療機関等の関係者から構成される協議会

を設置・開催する。

・関係診療科 内科、小児科、皮膚科、眼科、

耳鼻咽喉科
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

地方独立行政法人秋田 １ 事業目的

県立病院機構支援事業 県立病院機構が担う「救急医療」「高度医療」「精神医療」

などの政策医療や、循環器・脳脊髄センターの研究を推進し、

４,０７１,８４１千円 県民への医療サービスの向上を図るため、運営及び脳・循環

器疾患の医療提供体制の整備に要する経費を交付するほか、

○入 ２４７,０７１ 循環器・脳脊髄センター既存棟の大規模修繕工事等に要する

○一 ３,８２４,７７０ 経費を補助する。

［地域医療介護総合確 ２ 事業内容

保基金］ （１）政策医療等に対する交付金 ３,８２４,７７０千円

①循環器・脳脊髄センター ２,１７８,６２２千円

○脳・循環器疾患分野 １,７４９,５７２千円

・救急・高度医療に要する経費 979,511千円

・研究部門に要する経費 621,808千円

・病院の建設改良に要する経費等 148,253千円

○病棟増築等に要する経費 ４２９,０５０千円

・増築等に係る借入金の償還金 429,050千円

②リハビリテーション・精神医療センター

１,６４６,１４８千円

・リハビリテーション医療に要する経費 94,073千円

・精神・高度医療に要する経費 844,327千円

・病院の建設改良に要する経費等 707,748千円

（２）循環器・脳脊髄センター施設整備費補助金

２４７，０７１千円

・補 助 率 循環器病床(50床)
×

１

増築棟の急性期病床(86床) ２

対象経費 事業費 補助額

新棟附帯工事
（外構工事）

63,902千円 18,576千円

既存棟大規模修繕工事
（中間払30％）

786,025千円 228,495千円

合計 849,927千円 247,071千円
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

医療ネットワーク推進 １ 事業目的

事業 秋田県医療連携ネットワークシステム（あきたハートフ

ルネット）の運用により、医療機関間での患者の診療情報

２４,７６７千円 の共有化を促進し、各医療機関の連携・機能分担を円滑に

し、地域全体の医療の質の向上や効率化を図る。

○入 ２１，６８７

○一 ３，０８０ ２ 事業内容

（１）データセンター費 ３,０８０千円

［地域医療介護総合確 あきたハートフルネットのデータセンター機器の保守

保基金］ 管理業務を秋田大学に委託する。

（２）運営経費助成費 １,４３７千円

あきたハートフルネットの運営基盤の安定化を図るた

め、運営主体である秋田県医師会に助成する。

（３）地域中核病院ネットワーク参画促進事業

２０，２５０千円

あきたハートフルネットの県内全域における活用を促

進するため、地域の中核病院がネットワークに参画する

ために必要な機器の設置費用に対して助成する。

・補 助 先 県立療育機構（県立医療療育センター）

・対 象 経 費 病院の診療情報システムを、あきたハー

トフルネットに接続するために必要とな

るサーバ等機器の設置費用

・事 業 費 ３５，７５０千円

・補助基準額 ２７，０００千円

・補 助 率 ３／４

※ あきたハートフルネットとは

県内の病院や診療所間で、患者の診療情報を安全かつ

簡便に共有できるネットワークシステムとして、平成26

年度に運用を開始（運営は秋田県医師会）。

転院時などにおける医療の継続性、検査や投薬の重複

防止など、効率的で質の高い医療の提供に資する。

○参加医療機関 73施設（R2.1.1現在）
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

救急医療対策事業 １ 事業目的

（○新 三次救急医療提 広大な県土を有する本県の三次救急医療提供体制の強化

供体制整備事業） に向けて、秋田大学医学部附属病院及び大館市立総合病院

が取り組む高度な医療機器等の導入を支援する。

６０５,０４０千円

２ 事業内容

○入 ６０５，０４０ （１）秋田大学医学部附属病院 ４００，０００千円

高度な救急医療機能の整備のため、ハイブリッド手術

［地域医療介護総合確 室の導入を支援する。

保基金］ ・事 業 内 容 ハイブリッド手術室の整備

・事 業 費 ７３０，４００千円

①既存手術室改修

４３８，９００千円

②血管造影Ｘ線診断装置

２９１，５００千円

・補助基準額 ６００，０００千円

・補 助 率 ２／３

※ ハイブリッド手術室とは

放射線診断、画像評価、外科治療を同時に可能と

する手術室。低侵襲かつ高度な医療の提供が可能。

（２）大館市立総合病院 ２０５，０４０千円

県北地域における地域救命救急センターの整備のため、

高度医療機器の導入を支援する。

・事 業 内 容 医療機器の購入

・事 業 費 ３０７，５６０千円

①Ｘ線循環器診断システム

２９７，０００千円

②人工呼吸器 １０，５６０千円

・補 助 率 ２／３

※医療機器の導入は、令和２年度から令和４年度の３ヵ

年度にかけて実施する。
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

医療勤務環境改善支援 １ 事業目的

事業 医療提供体制の充実強化を図るためには、医療従事者が働

きやすい環境であることが重要であるため、医療機関が取り

１４，０１６千円 組む勤務環境の改善を支援する。

○入 １４，０１６ ２ 事業内容

（１）勤務環境改善支援センター運営事業 ５５８千円

［地域医療介護総合確 医療機関の勤務環境の改善を支援する秋田県医療勤務環

保基金］ 境改善支援センターの運営及び活動に要する経費。

（２）勤務環境改善促進事業 １３，４５８千円

勤務環境改善計画を策定して勤務環境の改善に取り組む

医療機関に対し、計画の実行に当たって必要となる経費を

補助する。

①厚生連９病院

・対象経費 勤怠管理システム導入経費

・事 業 費 ３５,５４７千円（９病院計）

・基 準 額 ２,０００千円（１病院当たり）

・補 助 率 １／２

・補 助 額 １,０００千円×９病院＝９,０００千円

②松田記念泌尿器科クリニック

・対象経費 電動ベッド３０台導入経費

・事 業 費 ８,９１７千円

・基 準 額 ２０,０００千円

・補 助 率 １／２

・補 助 額 ４,４５８千円
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事 業 概 要

医 療 人 材 対 策 室

事 業 名 内 容

医師地域循環型キャ １ 事業目的

リア形成支援システ 医師の増加と地域偏在の是正に向け、医師が大学と地域の病

ム推進事業 院等を循環しながら研鑽を積みキャリア形成ができる体制を構

築することにより、医師の県内定着を図る。

４７７,２９６千円

２ 事業内容

○入 １６３,４９７ （１）地域医療従事者医師修学資金等貸与事業

○一 ３１３,７９９ ３４２，３７８千円

県内の公的医療機関等に医師として勤務しようとする医学

［地域医療介護総合 生等に対し、修学資金を貸与する。

確保基金］ 区 分 貸与月額 新 規 継 続

地 域 枠 100･150千円 29人 120人

医学 生 市町村振興枠 100･150千円 終了 29人

元 気 枠 200千円 5人 7人

大学院生 300千円 募集停止 1人

合 計 34人 157人

※地域枠、市町村振興枠の貸与月額は自宅通学者が100千円、

自宅外通学者が150千円

（参考）

令和元年度　修学資金貸与の状況

（R2年1月現在）

医　学　生

県内
地域枠

全国
地域枠

一般枠
市町村
振興枠

ふるさと
元気枠

小計

貸与期間中 113 28 0 29 9 179 1 180

新　規 18 6 4 0 28 0 28

継　続 95 22 25 9 151 1 152

返還猶予中 6 1 1 1 1 10 5 15

義務履行中 92 16 11 6 22 147 2 149

15 4 0 3 4 26 26

16 3 0 2 7 28 28

勤　務 61 9 11 1 11 93 2 95

(19) (3) (3) (1) (3) (29) (2) (31)

211 45 12 36 32 336 8 344

計

初期研修１年目

初期研修２年目

（うち知事指定）

計

大学院生
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（２）あきた医師総合支援センター運営事業 ５２，３１８千円

修学資金貸与医師等の若手医師に対する地域循環型キャリ

ア形成支援システムの推進等を実施する。

〔センターの概要〕

①運営体制 県と秋田大学が共同で運営

②事業内容

【大学】・地域循環型キャリア形成支援システムの推進

・最新の知識や技術に関する研修等の実施

・男女共同参画の推進、女性医師の支援 等

【 県 】・ドクターバンクによる医師の紹介

・修学資金貸与医師の配置調整 等

（３）地域循環・若手医師・女性医師支援学講座設置事業

６５，０００千円

秋田大学に設置した寄附講座において、医師少数区域等で

勤務する若手医師・女性医師の指導を行うとともに、勤務負

担軽減を図るほか、医師少数区域等の中核的医療機関等へが

ん、呼吸器疾患等に係る専門的診療応援を行うことにより、

医師不足や地域偏在の解消に向けた研究を行う。

①教 員 ７人（医師）

②研究テーマ

・医師少数区域等で勤務する若手医師、女性医師のキャ

リア形成支援に関する研究

・医師少数区域等で勤務する若手医師、女性医師の負担

軽減に関する研究

・がん、呼吸器疾患等に係る地域中核病院等への専門的

診療応援手法に関する研究

（４）地域偏在改善に向けた地域医療実習支援事業

１７，６００千円

地域医療に従事することの意義を理解し、医師少数区域等

で勤務することを厭わない医師を養成するため、秋田大学医

学生の実習を受け入れる医療機関に対し、実習受入経費の一

部を助成する。

①補助対象 医師少数区域等の実習受入医療機関

②対象経費 医療機関が負担する実習受入経費

③基 準 額 月額１０万円

（５年生の受入については月額８万円）

④補 助 率 １０／１０
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事 業 概 要

医 療 人 材 対 策 室

事 業 名 内 容

○新 東北で育てる秋 １ 事業目的

田の医師養成事業 本県の地域医療に縁の深い岩手医科大学、東北医科薬科大学

及び弘前大学と連携して寄附講座の設置や修学資金の貸与を実

５５,１７４千円 施することにより地域医療の充実を図る。

○入 ２０,０００ ２ 事業内容

○一 ３５,１７４ （１）県外医学生地域医療従事者医師修学資金貸与事業

１５，１７４千円

［地域医療介護総合 岩手医科大学及び東北医科薬科大学と連携し、県内の公的

確保基金］ 医療機関等に医師として勤務しようとする医学生に対し、修

学資金を貸与する。

※東北医科薬科大学枠の貸与月額は自宅通学者が100千円、

自宅外通学者が150千円

（２）鹿角地域医療多職種連携推進学講座設置事業

２０，０００千円

岩手医科大学に設置した寄附講座において、鹿角地域の医

療の確保に向けた実践的な研究を行う。

①名 称 鹿角地域医療多職種連携推進学講座

②設 置 期 間 令和２～６年度（５年間）

（債務負担行為設定済）

③寄附金総額 １５０，０００千円

令和２年度 県 ２０，０００千円

鹿角市 約８，０００千円

小坂町 約２，０００千円

区　　分 対　象　者 貸与月額 新規貸与

岩手医科大学地域枠 Ｒ３年度入学生から 300千円 ２人

東北医科薬科大学枠 Ｒ２年度入学生から 100・150千円 ７人

合    計 ９人
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④研究テーマ ・鹿角地域における医療連携のあり方に関

する実践的研究

・鹿角地域で働く若手医師・看護師等の人

材育成 等

⑤教 員 ３人（医師）

（３）大館・北秋田地域医療推進学講座設置支援事業

２０，０００千円

大館・北秋田地域の医療の充実を図るため、弘前大学に寄

附講座を設置する大館市に対し助成を行う。

①補助対象 大館市

②対象経費 弘前大学への寄附講座設置経費

③補 助 率 ２／３（上限２０，０００千円）

【参考】寄附講座の概要

・設 置 者 大館市

・設 置 期 間 平成３０～令和４年度（５年間）

・寄附金総額 １６５，０００千円

令和２年度 ３３，０００千円

市単独：１３，０００千円

県補助：２０，０００千円

・研究テーマ ・地域の医療診療ネットワークの構築

・大学と地域の病院との循環による地域医

療を担う人材の育成

・県北地域をカバーする地域救命救急セン

ターの設置に向けた体制構築 等

・教 員 ４人（医師）
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秋田県総合保健センター条例の一部を改正する条例案の概要

健康づくり推進課

１ 改正理由

秋田県総合保健センターにおける子宮がん検診の精度の向上を図るため当該検

診に液状化検体細胞診を導入することに伴い、同センターの婦人科健診に係る使

用料の額を引き上げる必要がある。

２ 改正内容

秋田県総合保健センターの婦人科健診に係る使用料の額を次のとおり引き上げ

ることとする。（別表関係）

（１人につき）

区 分 改正前 改正後 改定額

乳房エックス線検査（一方向撮影）及び乳 7,860円 8,300円

房超音波検査を行うもの 【①＋③＋④】

婦 乳房エックス線検査（二方向撮影）及び乳 9,430円 9,870円

人 房超音波検査を行うもの 【②＋③＋④】 440円

科 乳房エックス線検査（一方向撮影）を行う 5,240円 5,680円

健 もの 【①＋④】

診 乳房エックス線検査（二方向撮影）を行う 6,810円 7,250円

もの 【②＋④】

乳房超音波検査を行うもの 【③＋④】 5,970円 6,410円

参考 婦人科健診で行う検診（次の検査を組み合わせて実施）

① 乳房エックス線検査（一方向撮影）［選択］

② 乳房エックス線検査（二方向撮影）［選択］ ・・・料金変わらず

③ 乳房超音波検査［選択］

④ 子宮がん検診［必須］ ・・・440円引き上げ

３ 施行期日

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

４ その他（子宮がん検診の検査方法）

液状化検体細胞診 直接塗抹法（従来法）

ブラシで細胞を採取し、そのブラシを専用の ブラシで細胞を採取し、それをスライドガ

保存液ですすぎ、その保存液から細胞を回収 ラスに直接塗り付けて標本を作製する。

して標本を作製する。

・きれいで均一な標本が作製できる。 ・標本にむら（重なりや塊）ができる。

・不要な成分（血液・粘膜）を排除できる。 ・不要な成分が残ってしまう。

・細胞全体を検査できる。 ・一部の細胞しか検査できない。

・保存液で追加検査ができる。 ・追加検査には、再度の標本作製が必要。

【議案第６８号関係】
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秋
田
県
総
合
保
健
セ
ン
タ
ー
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

別
表
（
第
五
条
、
第
十
二
条
関
係
）

別
表
（
第
五
条
、
第
十
二
条
関
係
）

一

使
用
料

一

使
用
料

 

略

 

略

 

健
康
診
査
に
係
る
使
用
料

 

健
康
診
査
に
係
る
使
用
料

区

分

使
用
料
の
額

区

分

使
用
料
の
額

略

略

略

略

婦
人
科
健
診

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
一
方

一
人
に
つ
き

婦
人
科
健
診

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
一
方

一
人
に
つ
き

向
撮
影
）
及
び
乳
房
超
音
波
検

八
、
三
〇
〇
円

向
撮
影
）
及
び
乳
房
超
音
波
検

七
、
八
六
〇
円

査
を
行
う
も
の

査
を
行
う
も
の

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
二
方

一
人
に
つ
き

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
二
方

一
人
に
つ
き

向
撮
影
）
及
び
乳
房
超
音
波
検

九
、
八
七
〇
円

向
撮
影
）
及
び
乳
房
超
音
波
検

九
、
四
三
〇
円

査
を
行
う
も
の

査
を
行
う
も
の

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
一
方

一
人
に
つ
き

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
一
方

一
人
に
つ
き

向
撮
影
）
を
行
う
も
の

五
、
六
八
〇
円

向
撮
影
）
を
行
う
も
の

五
、
二
四
〇
円

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
二
方

一
人
に
つ
き

乳
房
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
二
方

一
人
に
つ
き

向
撮
影
）
を
行
う
も
の

七
、
二
五
〇
円

向
撮
影
）
を
行
う
も
の

六
、
八
一
〇
円

乳
房
超
音
波
検
査
を
行
う
も
の

一
人
に
つ
き

乳
房
超
音
波
検
査
を
行
う
も
の

一
人
に
つ
き

六
、
四
一
〇
円

五
、
九
七
〇
円

略

略

略

略

二

略

二

略
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【議案第６９号関係】

秋田県大麻取扱者免許等手数料徴収条例の一部を改正する条例案の概要

医 務 薬 事 課

１ 改正理由

大麻取扱者の免許等の申請に対する審査に要する費用の適正な負担を確保する

ため、これらの申請に係る手数料の額を引き上げる必要がある。

２ 改正内容

次の申請に係る手数料の額を引き上げることとする。（第２条関係）

（１件につき）

区分 改正前 改正後

大麻取扱者の免許の申請 ６，７００円 ７，３００円

大麻取扱者の登録の変更の申請 ３，２００円 ３，５００円

大麻取扱者免許証の再交付の申請 ３，２００円 ３，５００円

３ 施行期日

この条例は、令和２年７月１日から施行することとする。
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秋
田
県
大
麻
取
扱
者
免
許
等
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
手
数
料
の
額
）

（
手
数
料
の
額
）

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
取
扱
者
の
免
許
の
申
請

一

法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
取
扱
者
の
免
許
の
申
請

一
件
に
つ
き

七
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

六
千
七
百
円

二

法
第
十
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
取
扱
者
の
登
録
の
変
更
の
申
請

二

法
第
十
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
取
扱
者
の
登
録
の
変
更
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
五
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
二
百
円

三

法
第
十
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
取
扱
者
免
許
証
の
再
交
付
の
申

三

法
第
十
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
大
麻
取
扱
者
免
許
証
の
再
交
付
の
申

請

一
件
に
つ
き

三
千
五
百
円

請

一
件
に
つ
き

三
千
二
百
円
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【議案第７０号関係】

秋田県毒物劇物販売業登録等手数料徴収条例の一部を改正する条例案の概要

医 務 薬 事 課

１ 改正理由

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（平成３０年法律第６６号）による毒物及び劇物取締法（昭和２

５年法律第３０３号）の一部改正等により毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登

録を受けようとする者等から手数料を徴収する等の必要がある。

２ 改正内容

 秋田県毒物劇物販売業登録等手数料徴収条例（平成１２年秋田県条例第３９

号）の一部改正（第１条による改正）

① 題名を秋田県毒物及び劇物取締法関係手数料徴収条例に改めることとす

る。

② 次の申請をする者から手数料を徴収することとする。（第２条関係）

（１件につき）

区分 手数料の額

毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登録の申請 ２７，２００円

毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登録の更新の申請 １０，２００円

毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登録の変更の申請 ５，２００円

③ その他所要の規定の整理を行うこととする。

 秋田県毒物及び劇物取締法関係手数料徴収条例の一部改正（第２条による改

正）

次の申請等に係る手数料の額を引き上げることとする。（第２条関係）

（１件につき）

区分 改正前 改正後

毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登録の ２７，２００円 ３１，６００円

申請

毒物又は劇物の販売業の登録の申請 １４，７００円 １６，１００円

毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登録の １０，２００円 １１，８００円

更新の申請
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毒物又は劇物の販売業の登録の更新の申請 ６，４００円 ７，８００円

毒物劇物取扱者試験の受験の出願 １０，５００円 １１，０００円

毒物又は劇物の製造業又は輸入業の登録の ５，２００円 ５，８００円

変更の申請

毒物又は劇物の製造業、輸入業又は販売業 ２，４００円 ２，５００円

の登録票の書換え交付の申請

３ 施行期日等

 この条例は、令和２年４月１日から施行することとする。ただし、２ は、

同年７月１日から施行することとする。

 秋田県標準事務関係手数料徴収条例（平成１２年秋田県条例第１９号）につ

いて所要の規定の整理を行うこととする。
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秋
田
県
毒
物
劇
物
販
売
業
登
録
等
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

秋
田
県
毒
物
劇
物
販
売
業
登
録
等
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
改
正
（
第
一
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

秋
田
県
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
関
係
手
数
料
徴
収
条
例

秋
田
県
毒
物
劇
物
販
売
業
登
録
等
手
数
料
徴
収
条
例

（
手
数
料
の
額
）

（
手
数
料
の
額
）

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

業
の
登
録
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
万
七
千
二
百
円

二

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

一

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

申
請

一
件
に
つ
き

一
万
四
千
七
百
円

申
請

一
件
に
つ
き

一
万
四
千
七
百
円

三

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

業
の
登
録
の
更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

一
万
二
百
円

四

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

二

法
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

六
千
四
百
円

更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

六
千
四
百
円

五

略

三

略

六

法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

業
の
登
録
の
変
更
の
申
請

一
件
に
つ
き

五
千
二
百
円

七

令
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
、
輸

四

令
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の

入
業
又
は
販
売
業
の
登
録
票
の
書
換
え
交
付
の
申
請

販
売
業
の
登
録
票
の
書
換
え
交
付
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
千
四
百
円

一
件
に
つ
き

二
千
四
百
円

八

令
第
三
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
、
輸

五

令
第
三
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の

入
業
又
は
販
売
業
の
登
録
票
の
再
交
付
の
申
請

販
売
業
の
登
録
票
の
再
交
付
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
円

一
件
に
つ
き

四
千
円

六

令
第
三
十
六
条
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は

輸
入
業
の
登
録
（
製
剤
製
造
業
者
等
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
万
七
千
二
百
円
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七

令
第
三
十
六
条
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
法
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は

輸
入
業
の
登
録
の
更
新
（
製
剤
製
造
業
者
等
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の

申
請

一
件
に
つ
き

一
万
二
百
円

八

令
第
三
十
六
条
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は

輸
入
業
の
登
録
の
変
更
（
製
剤
製
造
業
者
等
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の

申
請

一
件
に
つ
き

五
千
二
百
円

秋
田
県
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
関
係
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
手
数
料
の
額
）

（
手
数
料
の
額
）

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

一

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

業
の
登
録
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
万
千
六
百
円

業
の
登
録
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
万
七
千
二
百
円

二

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

二

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

申
請

一
件
に
つ
き

一
万
六
千
百
円

申
請

一
件
に
つ
き

一
万
四
千
七
百
円

三

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

三

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

業
の
登
録
の
更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

一
万
千
八
百
円

業
の
登
録
の
更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

一
万
二
百
円

四

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

四

法
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
販
売
業
の
登
録
の

更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

七
千
八
百
円

更
新
の
申
請

一
件
に
つ
き

六
千
四
百
円

五

法
第
八
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
毒
物
劇
物
取
扱
者
試
験
の
受

五

法
第
八
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
毒
物
劇
物
取
扱
者
試
験
の
受

験
の
出
願

一
件
に
つ
き

一
万
千
円

験
の
出
願

一
件
に
つ
き

一
万
五
百
円

六

法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

六

法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入

業
の
登
録
の
変
更
の
申
請

一
件
に
つ
き

五
千
八
百
円

業
の
登
録
の
変
更
の
申
請

一
件
に
つ
き

五
千
二
百
円

七

令
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
、
輸

七

令
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
、
輸

入
業
又
は
販
売
業
の
登
録
票
の
書
換
え
交
付
の
申
請

入
業
又
は
販
売
業
の
登
録
票
の
書
換
え
交
付
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
千
五
百
円

一
件
に
つ
き

二
千
四
百
円
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八

略

八

略

秋
田
県
標
準
事
務
関
係
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
二
項
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
関
係
手
数
料
）

第
六
条

削
除

第
六
条

県
は
、
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
三
百
三
号

。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
に
つ
い
て
次

の
各
号
に
掲
げ
る
申
請
を
す
る
者
か
ら
、
一
件
に
つ
き
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号

に
定
め
る
額
の
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

一

法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
く
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸

入
業
の
登
録
（
毒
物
及
び
劇
物
取
締
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
年
政
令
第
二

百
六
十
一
号
）
第
三
十
六
条
の
七
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
登
録
を
除

く
。
次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
申
請

二
万
七
百
円

二

法
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸

入
業
の
登
録
の
更
新
の
申
請

六
千
八
百
円

三

法
第
九
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基

づ
く
毒
物
又
は
劇
物
の
製
造
業
又
は
輸
入
業
の
登
録
の
変
更
の
申
請

三

千
二
百
円
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【議案第７１号関係】

秋田県覚せい剤施用機関指定等手数料徴収条例の一部を改正する条例案の概要

医 務 薬 事 課

１ 改正理由

覚せい剤施用機関の指定等の申請に対する審査に要する費用の適正な負担を確

保するためこれらの申請に係る手数料の額を引き上げる等の必要がある。

２ 改正内容

 題名を秋田県覚醒剤施用機関指定等手数料徴収条例に改めることとする。

 引用している覚せい剤取締法（昭和２６年法律第２５２号）の題名を改める
、、

こととする。（第１条関係）

 次の申請に係る手数料の額を引き上げることとする。（第２条関係）

（１件につき）

区分 改正前 改正後

覚せい剤施用機関の指定の申請 ３，９００円 ４，３００円

覚せい剤研究者の指定の申請 ３，９００円 ４，３００円

覚せい剤施用機関又は覚せい剤研究者の指 ２，７００円 ２，９００円

定証の再交付の申請

覚せい剤原料取扱者の指定の申請 １１，５００円 １２，２００円

覚せい剤原料研究者の指定の申請 ３，９００円 ４，３００円

覚せい剤原料取扱者の指定又は覚せい剤原 ２，７００円 ２，９００円

料研究者の指定証の再交付の申請

 その他所要の規定の整理を行うこととする。

３ 施行期日

この条例は、令和２年７月１日から施行することとする。ただし、２ 、 及

び は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等

の一部を改正する法律（令和元年法律第６３号）の施行の日から施行することと

する。
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秋
田
県
覚
せ
い
剤
施
用
機
関
指
定
等
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

秋
田
県
覚
醒
剤
施
用
機
関
指
定
等
手
数
料
徴
収
条
例

秋
田
県
覚
せ
い
剤
施
用
機
関
指
定
等
手
数
料
徴
収
条
例

（
手
数
料
の
徴
収
）

（
手
数
料
の
徴
収
）

第
一
条

県
は
、
覚
醒
剤
取
締
法

（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
五
十
二
号

第
一
条

県
は
、
覚
せ
い
剤
取
締
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
五
十
二
号

、
、

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
り
覚
醒
剤
施
用
機
関

の
指
定
を

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
り
覚
せ
い
剤
施
用
機
関
の
指
定
を

受
け
よ
う
と
す
る
者
等
か
ら
、
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

受
け
よ
う
と
す
る
者
等
か
ら
、
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

（
手
数
料
の
額
）

（
手
数
料
の
額
）

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
覚
醒
剤
施
用
機
関

の
指
定
の
申
請

一

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
覚
せ
い
剤
施
用
機
関
の
指
定
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

二

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
覚
醒
剤
研
究
者

の
指
定
の
申
請

二

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
覚
せ
い
剤
研
究
者
の
指
定
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

三

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
覚
醒
剤
施
用
機
関
又
は
覚
醒
剤
研

三

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
覚
せ
い
剤
施
用
機
関
又
は
覚
せ
い

究
者

の
指
定
証
の
再
交
付
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
千
九
百
円

剤
研
究
者
の
指
定
証
の
再
交
付
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
千
七
百
円

四

法
第
三
十
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
覚
醒
剤
原
料
取
扱
者

の
指
定
の
申

四

法
第
三
十
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
覚
せ
い
剤
原
料
取
扱
者
の
指
定
の
申

請

一
件
に
つ
き

一
万
二
千
二
百
円

請

一
件
に
つ
き

一
万
千
五
百
円

五

法
第
三
十
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
覚
醒
剤
原
料
研
究
者

の
指
定
の
申

五

法
第
三
十
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
覚
せ
い
剤
原
料
研
究
者
の
指
定
の
申

請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

請

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

六

法
第
三
十
条
の
五
の
規
定
に
よ
る
覚
醒
剤
原
料
取
扱
者
又
は
覚
醒
剤
原

六

法
第
三
十
条
の
五
の
規
定
に
よ
る
覚
せ
い
剤
原
料
取
扱
者
又
は
覚
せ
い

料
研
究
者

の
指
定
証
の
再
交
付
の
申
請

剤
原
料
研
究
者
の
指
定
証
の
再
交
付
の
申
請

一
件
に
つ
き

二
千
九
百
円

一
件
に
つ
き

二
千
七
百
円
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【議案第７２号関係】

秋田県麻薬卸売業者免許等手数料徴収条例の一部を改正する条例案の概要

医 務 薬 事 課

１ 改正理由

麻薬卸売業者の免許等の申請に対する審査に要する費用の適正な負担を確保す

るため、これらの申請に係る手数料の額を引き上げる必要がある。

２ 改正内容

次の申請に係る手数料の額を引き上げることとする。（第２条関係）

（１件につき）

区分 改正前 改正後

麻薬卸売業者の免許の申請 １４，６００円 １５，４００円

麻薬小売業者の免許の申請 ３，９００円 ４，３００円

麻薬施用者の免許の申請 ３，９００円 ４，３００円

麻薬管理者の免許の申請 ３，９００円 ４，３００円

麻薬研究者の免許の申請 ３，９００円 ４，３００円

麻薬卸売業者、麻薬小売業者、麻薬施用 ２，７００円 ２，９００円

者、麻薬管理者又は麻薬研究者の免許証の

再交付の申請

向精神薬卸売業者の免許の申請 １４，６００円 １５，４００円

向精神薬小売業者の免許の申請 ３，９００円 ４，３００円

向精神薬卸売業者又は向精神薬小売業者の ２，７００円 ２，９００円

免許証の再交付の申請

向精神薬試験研究施設設置者の登録の申請 ３，９００円 ４，３００円

向精神薬試験研究施設設置者の登録証の再 ２，７００円 ２，９００円

交付の申請

３ 施行期日

この条例は、令和２年７月１日から施行することとする。
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秋
田
県
麻
薬
卸
売
業
者
免
許
等
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
手
数
料
の
額
）

（
手
数
料
の
額
）

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
二
条

手
数
料
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
卸
売
業
者
の
免
許
の
申
請

一

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
卸
売
業
者
の
免
許
の
申
請

一
件
に
つ
き

一
万
五
千
四
百
円

一
件
に
つ
き

一
万
四
千
六
百
円

二

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
小
売
業
者
の
免
許
の
申
請

二

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
小
売
業
者
の
免
許
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

三

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
施
用
者
の
免
許
の
申
請

三

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
施
用
者
の
免
許
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

四

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
管
理
者
の
免
許
の
申
請

四

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
管
理
者
の
免
許
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

五

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
研
究
者
の
免
許
の
申
請

五

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
研
究
者
の
免
許
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

六

法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
卸
売
業
者
、
麻
薬
小
売
業
者
、

六

法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
麻
薬
卸
売
業
者
、
麻
薬
小
売
業
者
、

麻
薬
施
用
者
、
麻
薬
管
理
者
又
は
麻
薬
研
究
者
の
免
許
証
の
再
交
付
の
申

麻
薬
施
用
者
、
麻
薬
管
理
者
又
は
麻
薬
研
究
者
の
免
許
証
の
再
交
付
の
申

請

一
件
に
つ
き

二
千
九
百
円

請

一
件
に
つ
き

二
千
七
百
円

七

法
第
五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
向
精
神
薬
卸
売
業
者
の
免
許
の
申

七

法
第
五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
向
精
神
薬
卸
売
業
者
の
免
許
の
申

請

一
件
に
つ
き

一
万
五
千
四
百
円

請

一
件
に
つ
き

一
万
四
千
六
百
円

八

法
第
五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
向
精
神
薬
小
売
業
者
の
免
許
の
申

八

法
第
五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
向
精
神
薬
小
売
業
者
の
免
許
の
申

請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

請

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

九

法
第
五
十
条
の
四
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

九

法
第
五
十
条
の
四
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
向
精
神
薬
卸
売
業
者
又
は
向
精
神
薬
小
売
業
者
の
免
許
証
の
再
交
付
の

る
向
精
神
薬
卸
売
業
者
又
は
向
精
神
薬
小
売
業
者
の
免
許
証
の
再
交
付
の

申
請

一
件
に
つ
き

二
千
九
百
円

申
請

一
件
に
つ
き

二
千
七
百
円

十

法
第
五
十
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
向
精
神
薬
試
験
研
究
施
設
設

十

法
第
五
十
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
向
精
神
薬
試
験
研
究
施
設
設

置
者
の
登
録
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
千
三
百
円

置
者
の
登
録
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
九
百
円

十
一

法
第
五
十
条
の
七
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に

十
一

法
第
五
十
条
の
七
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
向
精
神
薬
試
験
研
究
施
設
設
置
者
の
登
録
証
の
再
交
付
の
申
請

よ
る
向
精
神
薬
試
験
研
究
施
設
設
置
者
の
登
録
証
の
再
交
付
の
申
請
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一
件
に
つ
き

二
千
九
百
円

一
件
に
つ
き

二
千
七
百
円
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【議案第７３号関係】

秋田県医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律関係手数料徴収条例の一部を改正する条例案の概要

医 務 薬 事 課

１ 改正理由

薬局開設の許可等の申請に対する審査に要する費用の適正な負担を確保するた

めこれらの申請に係る手数料の額を引き上げる等の必要がある。

２ 改正内容

 次の申請に係る手数料の額を引き上げることとする。（別表関係）

（１件につき）

区分 改正前 改正後

薬局開設の許可の申請 ２９，０００円 ３１，２００円

薬局開設の許可の更新の申請 １１，０００円 １３，２００円

医薬品の販売業の許可の申請 ２９，０００円 ３１，２００円

医薬品の販売業の許可の更新の申請 １１，０００円 １３，２００円

配置従事者身分証明書の交付の申請 ７，１００円 ７，３００円

配置従事者身分証明書の書換え交付の ２，０００円 ２，２００円

申請

配置従事者身分証明書の再交付の申請 ２，９００円 ３，１００円

高度管理医療機器又は特定保守管理医 ３０，０００円 ３１，２００円

療機器の販売業又は貸与業の許可の申

請

高度管理医療機器又は特定保守管理医 １２，０００円 １３，２００円

療機器の販売業又は貸与業の許可の更

新の申請

再生医療等製品の販売業の許可の申請 ２９，０００円 ３１，２００円

再生医療等製品の販売業の許可の更新 １１，０００円 １３，２００円

の申請

薬局の開設許可証の書換え交付の申請 ２，０００円 ２，２００円

薬局の開設許可証の再交付の申請 ２，９００円 ３，１００円

医薬品の販売業の許可証、高度管理医 ２，０００円 ２，２００円

療機器若しくは特定保守管理医療機器

の販売業若しくは貸与業の許可証又は

再生医療等製品の販売業の許可証の書

換え交付の申請
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医薬品の販売業の許可証、高度管理医 ２，９００円 ３，１００円

療機器若しくは特定保守管理医療機器

の販売業若しくは貸与業の許可証又は

再生医療等製品の販売業の許可証の再

交付の申請

製造販売業の許可証の書換え交付の申 ２，０００円 ２，２００円

請

製造販売業の許可証の再交付の申請 ２，９００円 ３，１００円

製造業の許可証の書換え交付の申請 ２，０００円 ２，２００円

製造業の許可証の再交付の申請 ２，９００円 ３，１００円

医療機器又は体外診断用医薬品の製造 ２，０００円 ２，２００円

販売業の許可証の書換え交付の申請

医療機器又は体外診断用医薬品の製造 ２，９００円 ３，１００円

販売業の許可証の再交付の申請

医療機器若しくは体外診断用医薬品の ２，０００円 ２，２００円

製造業の登録証又は医療機器の修理業

の許可証の書換え交付の申請

医療機器若しくは体外診断用医薬品の ２，９００円 ３，１００円

製造業の登録証又は医療機器の修理業

の許可証の再交付の申請

再生医療等製品の製造販売業の許可証 ２，０００円 ２，２００円

の書換え交付の申請

再生医療等製品の製造販売業の許可証 ２，９００円 ３，１００円

の再交付の申請

販売従事登録証の書換え交付の申請 ２，０００円 ２，２００円

販売従事登録証の再交付の申請 ２，９００円 ３，１００円

 引用している医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律（昭和３５年法律第１４５号）の条項等を改めることとする。

３ 施行期日

この条例は、令和２年７月１日から施行することとする。ただし、２ は、医

薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改

正する法律の施行の日から施行することとする。
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秋
田
県
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
関
係
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

別
表
（
第
二
条
関
係
）

別
表
（
第
二
条
関
係
）

手
数
料
の
額

手
数
料
の
額

区

分

（
一
件
に
つ
き
）

区

分

（
一
件
に
つ
き
）

一

法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設

三
万
千
二
百
円

一

法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設

二
万
九
千
円

の
許
可
の
申
請

の
許
可
の
申
請

二

法
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設

一
万
三
千
二
百
円

二

法
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
薬
局
開
設

一
万
千
円

の
許
可
の
更
新
の
申
請

の
許
可
の
更
新
の
申
請

三

法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬

三
万
千
二
百
円

三

法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬

二
万
九
千
円

品
の
販
売
業
の
許
可
の
申
請

品
の
販
売
業
の
許
可
の
申
請

四

法
第
二
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬

一
万
三
千
二
百
円

四

法
第
二
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
医
薬

一
万
千
円

品
の
販
売
業
の
許
可
の
更
新
の
申
請

品
の
販
売
業
の
許
可
の
更
新
の
申
請

五

法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
配
置

七
千
三
百
円

五

法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
配
置

七
千
百
円

従
事
者
身
分
証
明
書
の
交
付
の
申
請

従
事
者
身
分
証
明
書
の
交
付
の
申
請

六

法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
身
分
証

二
千
二
百
円

六

法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
身
分
証

二
千
円

明
書
の
書
換
え
交
付
の
申
請

明
書
の
書
換
え
交
付
の
申
請

七

法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
身
分
証

三
千
百
円

七

法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
身
分
証

二
千
九
百
円

明
書
の
再
交
付
の
申
請

明
書
の
再
交
付
の
申
請

八
・
九

略

略

八
・
九

略

略

十

法
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
高
度

三
万
千
二
百
円

十

法
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
高
度

三
万
円

管
理
医
療
機
器
又
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器

管
理
医
療
機
器
又
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器

の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
申
請

の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
申
請

十
一

法
第
三
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
高

一
万
三
千
二
百
円

十
一

法
第
三
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
高

一
万
二
千
円

度
管
理
医
療
機
器
又
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機

度
管
理
医
療
機
器
又
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機

器
の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
更
新
の
申

器
の
販
売
業
又
は
貸
与
業
の
許
可
の
更
新
の
申

請

請

十
二

法
第
四
十
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

三
万
千
二
百
円

十
二

法
第
四
十
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

二
万
九
千
円
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再
生
医
療
等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
の
申
請

再
生
医
療
等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
の
申
請

十
三

法
第
四
十
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
る

一
万
三
千
二
百
円

十
三

法
第
四
十
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
る

一
万
千
円

再
生
医
療
等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
の
更
新
の

再
生
医
療
等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
の
更
新
の

申
請

申
請

十
四

医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性

二
千
二
百
円

十
四

医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性

二
千
円

及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令

及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
昭
和
三
十
六
年
政
令
第
十
一
号
。
以
下
「
令

（
昭
和
三
十
六
年
政
令
第
十
一
号
。
以
下
「
令

」
と
い
う
。
）
第
一
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に

」
と
い
う
。
）
第
一
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
薬
局
の
開
設
許
可
証
の
書
換
え
交
付
の
申

よ
る
薬
局
の
開
設
許
可
証
の
書
換
え
交
付
の
申

請

請

十
五

令
第
一
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
薬

三
千
百
円

十
五

令
第
一
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
薬

二
千
九
百
円

局
の
開
設
許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

局
の
開
設
許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

十
六

令
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医

二
千
二
百
円

十
六

令
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医

二
千
円

薬
品
の
販
売
業
の
許
可
証
、
高
度
管
理
医
療
機

薬
品
の
販
売
業
の
許
可
証
、
高
度
管
理
医
療
機

器
若
し
く
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器
の
販
売

器
若
し
く
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器
の
販
売

業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可
証
又
は
再
生
医
療

業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可
証
又
は
再
生
医
療

等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
の

等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
の

申
請

申
請

十
七

令
第
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医

三
千
百
円

十
七

令
第
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医

二
千
九
百
円

薬
品
の
販
売
業
の
許
可
証
、
高
度
管
理
医
療
機

薬
品
の
販
売
業
の
許
可
証
、
高
度
管
理
医
療
機

器
若
し
く
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器
の
販
売

器
若
し
く
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器
の
販
売

業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可
証
又
は
再
生
医
療

業
若
し
く
は
貸
与
業
の
許
可
証
又
は
再
生
医
療

等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

等
製
品
の
販
売
業
の
許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

十
八
～
二
十
三

略

略

十
八
～
二
十
三

略

略

二
十
四

令
第
八
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
知

略

二
十
四

令
第
八
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
知

略

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
第
十
四
条
第

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
第
十
四
条
第

七
項
（
同
条
第
十
三
項
後
段
に
お
い
て
準
用
す

六
項
（
同
条
第
九
項
後
段

に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
調
査
（
同

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
調
査
（
同

条
第
一
項
又
は
第
十
三
項
前
段
の
規
定
に
よ
る

条
第
一
項
又
は
第
九
項
前
段

の
規
定
に
よ
る

承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
受
け
る
も
の
に

承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
受
け
る
も
の
に
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限
る
。
）
又
は
法
第
八
十
条
第
一
項
の
規
定
に

限
る
。
）
又
は
法
第
八
十
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
調
査
（
製
造
を
し
よ
う
と
す
る
者
が
受
け

よ
る
調
査
（
製
造
を
し
よ
う
と
す
る
者
が
受
け

る
も
の
に
限
る
。
）
の
申
請

る
も
の
に
限
る
。
）
の
申
請

イ
・
ロ

略

イ
・
ロ

略

二
十
五

令
第
八
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
知

略

二
十
五

令
第
八
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
知

略

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
第
十
四
条
第

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
第
十
四
条
第

七
項
の
規
定
に
よ
る
調
査
（
同
条
第
一
項
の
規

六
項
の
規
定
に
よ
る
調
査
（
同
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
承
認
を
受
け
た
者
が
受
け
る
も
の
に

定
に
よ
る
承
認
を
受
け
た
者
が
受
け
る
も
の
に

限
る
。
）
又
は
法
第
八
十
条
第
一
項
の
規
定
に

限
る
。
）
又
は
法
第
八
十
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
調
査
（
製
造
を
開
始
し
た
者
が
受
け
る
も

よ
る
調
査
（
製
造
を
開
始
し
た
者
が
受
け
る
も

の
に
限
る
。
）
の
申
請

の
に
限
る
。
）
の
申
請

イ
・
ロ

略

イ
・
ロ

略

二
十
六

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

略

二
十
六

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

略

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法

第
十
四
条
第
十
三
項
前
段
の
規
定
に
よ
る
承
認

第
十
四
条
第
九
項
前
段

の
規
定
に
よ
る
承
認

事
項
の
一
部
変
更
の
承
認
の
申
請

事
項
の
一
部
変
更
の
承
認
の
申
請

イ
～
ホ

略

イ
～
ホ

略

二
十
七
～
三
十
五

略

略

二
十
七
～
三
十
五

略

略

三
十
六

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

二
千
二
百
円

三
十
六

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

二
千
円

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
業
の

第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
業
の

許
可
証
の
書
換
え
交
付
の
申
請

許
可
証
の
書
換
え
交
付
の
申
請

三
十
七

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

三
千
百
円

三
十
七

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

二
千
九
百
円

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
業
の

第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
業
の

許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

三
十
八

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

二
千
二
百
円

三
十
八

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

二
千
円

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
業
の
許

第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
業
の
許

可
証
の
書
換
え
交
付
の
申
請

可
証
の
書
換
え
交
付
の
申
請
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三
十
九

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

三
千
百
円

三
十
九

令
第
八
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規

二
千
九
百
円

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

定
に
よ
り
知
事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令

第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
業
の
許

第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
製
造
業
の
許

可
証
の
再
交
付
の
申
請

可
証
の
再
交
付
の
申
請

四
十

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知
事

二
千
二
百
円

四
十

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知
事

二
千
円

が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条
の

が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条
の

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
機
器
又
は
体
外

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
機
器
又
は
体
外

診
断
用
医
薬
品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
書

診
断
用
医
薬
品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
書

換
え
交
付
の
申
請

換
え
交
付
の
申
請

四
十
一

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知

三
千
百
円

四
十
一

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
九
百
円

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条

の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
機
器
又
は
体

の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
機
器
又
は
体

外
診
断
用
医
薬
品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の

外
診
断
用
医
薬
品
の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の

再
交
付
の
申
請

再
交
付
の
申
請

四
十
二

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
二
百
円

四
十
二

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
円

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条

の
九
第
一
項
（
令
第
五
十
五
条
に
お
い
て
準
用

の
九
第
一
項
（
令
第
五
十
五
条
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
医
療
機

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
医
療
機

器
若
し
く
は
体
外
診
断
用
医
薬
品
の
製
造
業
の

器
若
し
く
は
体
外
診
断
用
医
薬
品
の
製
造
業
の

登
録
証
又
は
医
療
機
器
の
修
理
業
の
許
可
証
の

登
録
証
又
は
医
療
機
器
の
修
理
業
の
許
可
証
の

書
換
え
交
付
の
申
請

書
換
え
交
付
の
申
請

四
十
三

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知

三
千
百
円

四
十
三

令
第
八
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
九
百
円

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
三
十
七
条

の
十
第
一
項
（
令
第
五
十
五
条
に
お
い
て
準
用

の
十
第
一
項
（
令
第
五
十
五
条
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
医
療
機

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
医
療
機

器
若
し
く
は
体
外
診
断
用
医
薬
品
の
製
造
業
の

器
若
し
く
は
体
外
診
断
用
医
薬
品
の
製
造
業
の

登
録
証
又
は
医
療
機
器
の
修
理
業
の
許
可
証
の

登
録
証
又
は
医
療
機
器
の
修
理
業
の
許
可
証
の

再
交
付
の
申
請

再
交
付
の
申
請

四
十
四

令
第
八
十
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
二
百
円

四
十
四

令
第
八
十
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
円

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
四
十
三
条

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
四
十
三
条
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の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
再
生
医
療
等
製
品

の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
再
生
医
療
等
製
品

の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
の
申

の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
書
換
え
交
付
の
申

請

請

四
十
五

令
第
八
十
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
知

三
千
百
円

四
十
五

令
第
八
十
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
知

二
千
九
百
円

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
四
十
三
条

事
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
令
第
四
十
三
条

の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
再
生
医
療
等
製
品

の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
再
生
医
療
等
製
品

の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

の
製
造
販
売
業
の
許
可
証
の
再
交
付
の
申
請

四
十
六

省
令
第
百
五
十
九
条
の
十
一
第
一
項
又

二
千
二
百
円

四
十
六

省
令
第
百
五
十
九
条
の
十
一
第
一
項
又

二
千
円

は
動
物
用
医
薬
品
等
取
締
規
則
（
平
成
十
六
年

は
動
物
用
医
薬
品
等
取
締
規
則
（
平
成
十
六
年

農
林
水
産
省
令
第
百
七
号
）
第
百
十
五
条
の
十

農
林
水
産
省
令
第
百
七
号
）
第
百
十
五
条
の
十

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
販
売
従
事
登
録
証
の

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
販
売
従
事
登
録
証
の

書
換
え
交
付
の
申
請

書
換
え
交
付
の
申
請

四
十
七

省
令
第
百
五
十
九
条
の
十
二
第
一
項
又

三
千
百
円

四
十
七

省
令
第
百
五
十
九
条
の
十
二
第
一
項
又

二
千
九
百
円

は
動
物
用
医
薬
品
等
取
締
規
則
第
百
十
五
条
の

は
動
物
用
医
薬
品
等
取
締
規
則
第
百
十
五
条
の

十
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
販
売
従
事
登
録
証

十
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
販
売
従
事
登
録
証

の
再
交
付
の
申
請

の
再
交
付
の
申
請
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【議案第７４号関係】

秋田県立衛生看護学院条例の一部を改正する条例案の概要

医療人材対策室

１ 改正理由

大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）の施行によ

り、秋田県立衛生看護学院の授業料及び入学料の猶予等に関する規定の整備を行

う必要がある。

２ 改正内容

 大学等における修学の支援に関する法律第８条第１項の認定の申請をした者

については、知事が別に定める日まで、授業料及び入学料の徴収を猶予するこ

ととする。（第４条関係）

 大学等における修学の支援に関する法律第８条第１項の認定を受けた者が納

付した入学料については、当該入学料を当該認定を受けた者に還付することが

できることとする。（第７条関係）

３ 施行期日

この条例は、令和２年４月１日から施行することとする。

【参考】大学等における修学の支援に関する法律

（確認大学等の設置者による授業料等の減免）

第８条 確認大学等の設置者は、当該確認大学等に在学する学生等のう

ち、文部科学省令で定める基準及び方法に従い、特に優れた者であって

経済的理由により極めて修学に困難があるものと認められるものを授業

料等減免対象者として認定し、当該授業料等減免対象者に対して授業料

等の減免を行うものとする。

２・３ 略
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秋
田
県
立
衛
生
看
護
学
院
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
授
業
料
等
の
徴
収
方
法
等
）

（
授
業
料
等
の
徴
収
方
法
等
）

第
四
条

略

第
四
条

略

２

略

２

略

３

前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
知
事
は
、
大
学
等
に
お
け
る
修
学
の
支

援
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
八
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

八
条
第
一
項
の
認
定
の
申
請
を
し
た
者
に
つ
い
て
は
、
知
事
が
別
に
定
め
る

日
ま
で
、
授
業
料
及
び
入
学
料
の
徴
収
を
猶
予
す
る
も
の
と
す
る
。

４

略

３

略

（
授
業
料
等
の
不
還
付
）

（
授
業
料
等
の
不
還
付
）

第
七
条

既
に
徴
収
し
た
授
業
料
、
入
学
料
及
び
入
学
受
験
手
数
料
は
、
還
付

第
七
条

既
に
徴
収
し
た
授
業
料
、
入
学
料
及
び
入
学
受
験
手
数
料
は
、
還
付

し
な
い
。
た
だ
し
、
第
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
前
納
し
た
授

し
な
い
。
た
だ
し
、
第
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
前
納
し
た
授

業
料
及
び
法
第
八
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
者
が
納
付
し
た
入
学
料
に
つ

業
料

に
つ

い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
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